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１　こどもを産み、育てる喜びや楽しさが実感できるまち １・２

（１）妊娠前から出産・子育てまで切れ目ない支援をします

1 不妊治療の助成【こども相談支援課】

2 全ての妊産婦との面談【こども相談支援課】

3 妊婦とこどもの健康・成長サポート【こども相談支援課】

4 相談窓口の設置【こども相談支援課】

5 妊婦健康診査【こども相談支援課】

6 妊産婦歯科健康診査【こども相談支援課】

7 両親学級【こども相談支援課】

8 産前サポート「プレママまんまるサロン」【こども相談支援課】 ３・４

9 母子保健訪問指導【こども相談支援課】

10 産婦健康診査【こども相談支援課】

11 産後ケア事業【こども相談支援課】

12 新生児聴覚検査【こども相談支援課】

13 乳幼児健康診査【こども相談支援課】 ５・６

14 乳幼児相談【こども相談支援課】

15 乳児家庭全戸訪問【こども相談支援課】

16 離乳食教室【こども相談支援課】

17 県産木材の積木プレゼント【農林漁港整備課】

18 食育の絵本のプレゼント【こども相談支援課】

19 ５歳児発達相談会【こども相談支援課】 ７・８

20 予防接種【こども相談支援課】

21 産科医等の確保支援【健康増進課】

22 夜間小児救急医療【健康増進課】

23 児童用かばん支給【学校教育課】

（２）子育て家庭を経済的に支援します

1 養育医療費の助成【こども相談支援課】

2 助産扶助費の助成【子育て推進課】

3 児童手当の支給【子育て推進課】  ９・１０

4 乳幼児医療費の助成【子育て推進課】

5 子ども医療費の助成【子育て推進課】

6 幼児教育・保育の無償化【子育て推進課】

7 第２子以降の保育料無償化【子育て推進課】

8 就学援助【学校教育課】
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1 育児休業制度の定着・促進【商工振興課】

2 労働時間短縮の促進【商工振興課】

3 多様な働き方への支援【商工振興課】 １３・１４

4 再就職希望者等に対する支援【商工振興課】

5 男女共同参画講座【福祉総務課】

２　こどもが健やかに成長するまち １５・１６

（１）保育園等の保育・教育環境を充実し多様なニーズに対応します

1 ショートステイ、トワイライトステイ【こども相談支援課】

2 一時預かり【子育て推進課】

3 延長保育【子育て推進課】

4 休日保育【子育て推進課】

5 病児保育（病後児保育）【子育て推進課】

6 こども誰でも通園制度【子育て推進課】

7 支援が必要なこどもの受入れ【子育て推進課】

8 障害児の受入れ【子育て推進課】 １７・１８

9 保育士研修の支援【子育て推進課】

10 保育施設の整備【子育て推進課】

（２）放課後の児童等の健全育成に努めます

1 留守家庭児童学級・留守家庭児童クラブの運営【子育て推進課、福祉総務課】

2 児童館の運営【福祉総務課】

3 放課後子ども教室【生涯学習課】

4 スポーツ少年団の活動支援【スポーツ振興課】

5 地域クラブ活動の支援【学校教育課、スポーツ振興課、文化振興課】 １９・２０

（３）学校の教育環境を整備します

1 学校運営協議会を核とした地域とともにある学校づくりの推進【学校教育課】

2 いじめ等の問題行動や不登校の早期発見・早期対応に向けた組織的な取組の充実【学校教育課】

3 いじめ・悩み相談【学校教育課、生涯学習課】

4 防府市青少年語学研修派遣【政策推進課】 ２１・２２

5 学校施設の整備【教育総務課】

6 生と性についての学習【こども相談支援課】

（４）心身の健全育成を推進します

1 乳幼児健康診査【再掲】【こども相談支援課】



2 健康づくり推進のつどい【健康増進課】

3 食生活改善推進員の活動支援【健康増進課】

4 保育所・幼稚園・認定こども園等における食育の推進【子育て推進課】

5 食育の絵本のプレゼント【再掲】【こども相談支援課】

6 学校における食の教育の充実【学校教育課】 ２３・２４

7 親子の料理教室【健康増進課】

8 生と性についての学習【再掲】【こども相談支援課】

9 乳幼児と児童・生徒とのふれあいの機会の提供【こども相談支援課、学校教育課、子育て推進課】

10 デートＤＶ予防の啓発【福祉総務課】

11 学校図書館の充実【教育総務課】

12 児童用図書及び地域文庫・貸出文庫の充実【教育総務課】

13 図書館の児童奉仕行事の充実【教育総務課】 ２５・２６

14 幼児の読書活動への支援【子育て推進課、学校教育課】

15 青少年劇場等【文化振興課】

16 青少年ボランティア養成講座【生涯学習課】

17 公園・児童遊園等の整備【都市計画課、子育て推進課、こども相談支援課ほか】

18 公園・児童遊園等のトイレの更新・バリアフリー化【都市計画課、子育て推進課】２７・２８

19 公園・児童遊園の維持管理【都市計画課、子育て推進課】

20 インクルーシブ遊具の整備【都市計画課、河川港湾課、子育て推進課ほか】

21 水辺の空間の保全と活用【河川港湾課】

３　こども・若者や家庭にしっかり寄り添い支えるまち ２９・３０

（１）児童虐待等の未然防止と適切な支援に取り組みます

1 養育支援訪問【こども相談支援課】

2 幼保護児童対策地域協議会【こども相談支援課】

3 母子保健訪問指導【再掲】【こども相談支援課】

4 乳児家庭全戸訪問【こども相談支援課】

5 子育て講座【こども相談支援課】

6 子育て世帯訪問支援事業【こども相談支援課】

（２）障害のあるこども等や発達が気になるこども等を支援します

1 障害児福祉手当の支給【障害福祉課】

2 重度心身障害者医療費の助成【障害福祉課】 ３１・３２

3 障害児補装具の購入・修理費等の助成【障害福祉課】

4 障害児日常生活用具の助成【障害福祉課】

5 特別児童扶養手当の受付・相談【障害福祉課】

6 児童発達支援【障害福祉課】

7 児童発達支援センター【障害福祉課】



8 放課後等デイサービスの充実【障害福祉課】

9 保育所等訪問支援【障害福祉課】

10 特別支援教育の充実【学校教育課】

11 ５歳児発達相談会【再掲】【こども相談支援課】 ３３・３４

（３）ひとり親家庭を支援します

1 ひとり親家庭医療費の助成【子育て推進課】

2 児童扶養手当の支給【子育て推進課】

3 母子・父子自立支援員による支援【子育て推進課】

4 母子父子寡婦福祉資金貸付の受付・相談【子育て推進課】

（４）青少年の非行・被害防止や自立を支援します

1 ひきこもりサポーターの派遣【障害福祉課】

2 青少年の非行被害防止活動【生涯学習課】

3 巡視活動【生涯学習課】 ３５・３６

4 広報啓発活動【生涯学習課】

5 消費者被害防止の啓発活動【くらし安全課】

6 ほうふ若者サポートステーションへの支援【商工振興課】

（５）生活に困難を抱えるこども等を支援します

1 就学援助【再掲】【学校教育課】

2 生活困窮者等の学習支援【生活支援課】

４　こども・若者を地域全体で支えるまち ３７・３８

（１）こども・若者の安全を確保します

1 幼児期の交通安全指導及び指導者の養成【くらし安全課】

2 防府地区防犯対策協議会の活動支援【くらし安全課】

3 通学・通園の安全対策の充実【道路課】

4 小・中学校の防犯カメラ・緊急放送設備等の設置【教育総務課】

5 防犯ブザーの支給【学校教育課】

6 交通安全教室の開催【学校教育課】

7 子ども１１０番の家の設置【生涯学習課】

8 みまもり隊の活動支援【学校教育課】 ３９・４０

9 いのちの授業【福祉総務課】

（２）こども・若者の居場所づくりを促進します

1 こども食堂（地域食堂）の普及啓発【こども相談支援課】

2 こどもの居場所づくりの推進【こども相談支援課】

3 児童館の運営【再掲】【福祉総務課】

4 学校施設開放【教育総務課】

（３）地域全体でこども・子育て家庭を支える取組を促進します



1 子育て支援活動団体への支援【こども相談支援課】

2 ファミリー・サポート・センターの運営【子育て推進課】 ４１・４２

3 子育て支援センターの運営【子育て推進課】

4 保育所の地域活動の促進【子育て推進課】

5 保育園、幼稚園及び認定こども園の園庭開放【保育所、幼稚園、認定こども園】

6 ３世代交流の充実【高齢福祉課】

7 児童委員活動の研修支援【福祉総務課】

8 家庭教育学級の充実【生涯学習課】 ４３・４４

9 子育て講座【生涯学習課】

10 「家庭の日」運動の推進【生涯学習課】

11 家庭教育アドバイザーの活用【生涯学習課】

12 子ども会の活動支援【生涯学習課】

13 青少年育成市民会議の活動支援【生涯学習課】

14 母親クラブの活動支援【こども相談支援課】

15 母子保健推進員の人材育成支援【こども相談支援課】 ４５・４６

16 赤ちゃんの駅の啓発【子育て推進課】

17 子育て応援サイト【子育て推進課】



１　こどもを産み、育てる喜びや楽しさが実感できるまち

（１）　妊娠前から出産・子育てまで切れ目ない支援をします

取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

1

不妊治療費の助成

事業の形態：直営

配偶者間の不妊治療に要する
費用の一部を助成します。

こども相談支援課 【ＰＲ活動】
ホームページ、市広報、医療機関での窓口配布
により、制度の広報を行った。

【申請件数】
・一般不妊治療　　　　　　５２件
　うち、治療費増額分２４件あり
・特定不妊治療（人工授精）２０件

2

全ての妊産婦との面談

事業の形態：直営

妊娠届出時、出産後に全ての
妊産婦と伴走型相談支援の面談
を行い、面談を受けた妊産婦に
経済的支援を目的とした給付を
実施します。

こども相談支援課 妊娠届出時及び出産後に全ての妊産婦と伴走型
相談支援の面談を行った。面談時に妊産婦に出
産・子育て応援ギフトとしてクーポンを交付し
た。

3

妊婦とこどもの健康・成
長サポート

事業の形態：直営

葉酸サプリの配付や食育等を
通して、妊婦の健康とこどもの
健やかな成長をサポートしま
す。

こども相談支援課 婚姻届時（希望する人）及び母子健康手帳交付
時に葉酸摂取の必要性を説明し、葉酸サプリを
配付した。

4

相談窓口の設置

事業の形態：直営

全ての妊産婦、子育て家庭に
対して、保健師、助産師等が電
話・来所・家庭訪問・メール・
Ｗｅｂによる相談支援を行い、
育児不安の軽減を行います。

こども相談支援課 　全ての妊産婦、子育て家庭に対して、保健
師、助産師等が電話・来所・家庭訪問・メー
ル・Ｗｅｂによる相談に応じ、育児不安の軽減
を図った。

5

妊婦健康診査

事業の形態：委託

委託先
医療機関（医師会）

妊婦の健康の保持、増進を図
るとともに、安全な出産を迎え
るために妊婦健康診査を実施し
ます。

こども相談支援課 健やかな赤ちゃん誕生のため「妊婦一般健康診
査受診票」を渡し、妊娠期に１４回医療機関で
健康診査を受けるよう指導した。

・妊娠届出数　　　６６４人
・前期（１回目）　６５６人（９８．８％）
・後期（１１回目）５８６人（８８．３％）

6

妊産婦歯科健康診査

事業の形態：委託

委託先
医療機関（歯科医師会）

妊産婦の口腔衛生の向上を図
ることにより、胎児の健全な発
育を促すとともに、妊産婦及び
その家族の歯科保健意識や健康
観の向上を図るために妊産婦歯
科健康診査１回分の費用を助成
します。

こども相談支援課 妊娠期から産後１年までの間に歯科健康診査を
１回受ける費用について助成し、お口の健康に
ついて関心を持つきっかけづくりとした。

7

両親学級

事業の形態：直営

妊婦とパートナーを対象に、
保健師・助産師・管理栄養士等
の講話や妊婦体験ジャケットや
赤ちゃん人形を用いた体験を通
じて、出産・子育てについての
心構えや知識を学ぶ教室を開催
します。

こども相談支援課 妊婦とパートナーを対象に、出産・子育てにつ
いての心構えや知識を学ぶ教室を開催した。
 
　開催回数：４回
　参加者数：８８組（１７６人）

1



令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

【ＰＲ活動】
ホームページ、市広報、医療機関での窓口配布
により、制度の広報を行った。

【申請件数】
・一般不妊治療　　　　　　　５６件
　うち、治療費増額分２６件あり
・特定不妊治療（人工授精）　１７件

①事業効果
　あり（理由：少子化対策、子育て支援に寄
与している）
②連携・協力・協働の状況
　県と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 1,629

妊娠届出時及び出産後に全ての妊産婦と伴走型
相談支援の面談を行った。面談時に妊産婦に経
済的支援を目的とした妊婦支援給付金を給付し
た。

①事業効果
　あり（理由：給付金を支給することで妊婦
の経済的な安心感が向上するとともに、伴走
型支援と一体的に実施することで早期相談・
支援への接続が強化されている。）
②連携・協力・協働の状況
特になし
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 66,700

婚姻届時（希望する人）及び母子健康手帳交付
時に葉酸摂取の必要性を説明し、葉酸サプリを
配付した。

①事業効果
　あり（理由：妊娠を希望する人や特に妊娠
初期の葉酸摂取の必要性を伝え、摂取行動を
促すことができている）
②連携・協力・協働の状況
市民課窓口の周知
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 518

　全ての妊産婦、子育て家庭に対して、保健
師、助産師等が電話・来所・家庭訪問・メー
ル・Ｗｅｂによる相談に応じ、育児不安の軽減
を図った。

①事業効果
　あり（理由：様々な方法で相談に応じるこ
とで、妊産婦や保護者等が相談しやすく、育
児不安の軽減に向けて早期に介入できる体制
を整えることができている。）
②連携・協力・協働の状況
　相談内容に応じて必要な機関への連絡調整
を行った。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ －

健やかな赤ちゃんの誕生のため「妊婦一般健康
診査受診票」を渡し、妊娠期に医療機関で１４
回健康診査を受けるよう指導した。

・妊娠届出数　　　６８４人
・前期（１回目）　６６５人（９７．２％）
・後期（１１回目）５７８人（８４．５％）

①事業効果
　あり（理由：妊婦健診の経済的な負担の軽
減につながっている。）
②連携・協力・協働の状況
　実施医療機関と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 73,767

妊娠期から産後１年までの間に歯科健康診査を
１回受ける費用について助成し、お口の健康に
ついて関心を持つきっかけづくりとした。

①事業効果
　あり（理由：妊婦健診の経済的な負担の軽
減につながっている。）
②連携・協力・協働の状況
　歯科医師会、実施医療機関と連携し、実施
した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 778

妊婦とパートナーを対象に、出産・子育てにつ
いての心構えや知識を学ぶ教室を開催した。

　開催回数：４回
　参加者数：８１組（１５９人）

①事業効果
　あり（理由：妊婦とパートナーが、出産・
子育てについての心構えや知識を学ぶことが
できた）
②連携・協力・協働の状況
　山口県助産師会に講師を依頼し実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 20

今後の方向性
Ａ：レベルアップし、積極的に推進する
Ｂ：現行のまま推進
Ｃ：事業を見直す
Ｄ：事業を廃止する

①事業効果（理由）
②連携・協力・協働の状況
③令和８年度事業への反映

2



取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

8

産前サポート
「プレママまんまるサロ
ン」

事業の形態：直営

妊娠期からの仲間づくりを行
い、子育てをする時の孤立感を
軽減するために、交流会を開催
します。

こども相談支援課 ・産前サポート事業「プレママまんまるサロ
ン」の実施。
・リラクゼーションストレッチや赤ちゃん人形
を用いた体験など、助産師の講話と妊婦同士の
交流会を６回開催し、５２人が参加した。

9

母子保健訪問指導

事業の形態：直営

保健師、助産師等が、妊産
婦、新生児、乳幼児の家庭訪問
を行い、個々に応じた保健指導
を行います｡

こども相談支援課 ・家庭訪問による保健指導
　　訪問件数　３７７件（延べ６１１件）
　　妊産婦　　１００件（延べ１５６件）
　　新生児・未熟児　３５件（延べ４３件）
　　乳児　　　８３　件（延べ１２３件）
　　幼児　　　５６　件（延べ１１８件）
　　その他　　５４　件（延べ１２０件）

・医療機関、保育園、幼稚園、母子保健推進協
議会など関係機関と連携し、育児不安のある乳
産婦、母親や発達の遅れ等がある乳幼児に対し
て、保健師・助産師が家庭訪問し、保健指導や
産後うつアンケートを実施。精神的な支援の必
要なケースについては関係機関と連携して関
わった。
・妊娠中の母体の健康と胎児の健全な発育のた
め、希望者に葉酸サプリメントを配付した。

10

産婦健康診査

事業の形態：直営

産後うつ等により支援が必要
な産婦を早期発見し、支援を行
うため、産後２週間と１か月の
時期に産婦人科で産婦の健診を
行います。

こども相談支援課 ・受診者数
　　産後２週間健診　６５５件
　　産後１か月健診　６８６件

出産した産婦人科において、産後の心身の状態
を確認するために、健診を実施。産後のうつ状
態にある産婦に対しては、医療機関からの連絡
を受けて産後面談や訪問等で支援を行った。

11

産後ケア事業

事業の形態：直営

心身のケアや授乳相談、育児
のサポート等の産後ケアを必要
とする母子に対し、医療機関等
で宿泊・日中一時滞在を行うほ
か、心身の不調がある産婦に対
し、臨床心理士のカウンセリン
グを行います。

こども相談支援課 産婦人科を退院後、育児不安や心身の不調のた
め、再度産婦人科等に宿泊、または日中滞在
し、休養や育児のサポートを受ける事業を実施
した。
　宿泊型利用実人数　　　９４人
　日中一時滞在型実人数　８０人

デイサービス個別型
「産後ママのほっこり相談室」

育児不安の強い、抑うつ状態にある産婦を対
象に、臨床心理士によるカウンセリングを実施
する事業を実施した。
　利用人数　９人

12

新生児聴覚検査

事業形態：直営

先天的な耳の聞こえの障害を
早期に発見し、早期に適切な療
育や医療を受けることができる
よう、新生児聴覚検査を行いま
す。

こども相談支援課 新生児聴覚検査受診者数
　６６９人（受診率９７．１％）

3



令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

・産前サポート事業「プレママまんまるサロ
ン」の実施。
・助産師の講話や赤ちゃん人形を用いた体験、
妊婦同士の交流会を６回開催し、３９人が参加
した。

①事業効果
　あり（理由：妊婦さん同士が交流を図るこ
とで、妊娠期から出産、子育てについての経
験を聴き、不安を軽減することができた。）
②連携・協力・協働の状況
　講師の依頼について山口県助産師会との連
携を図った。
③令和８年度事業への反映
　継続して実施

特になし

Ｂ 531

・家庭訪問による保健指導
　　訪問世帯数　２１１件（延べ３７０件）
　　妊産婦　　　１３５件（延べ２２１件）
　　新生児・未熟児　３７件（延べ４２件）
　　乳児　　　　　９８件（延べ１２７件）
　　幼児　　　　　８１件（延べ１７３件）
　　その他　　　１０７件（延べ１７０件）

・育児不安のある乳産婦や母親、発達の遅れ等
がある乳幼児に対して、保健師・助産師が家庭
訪問を行い、保健指導を実施。精神的な支援の
必要なケースや発達フォローの必要なケースに
ついては医療機関、保育園、幼稚園、母子保健
推進協議会など関係機関と連携して関わった。

①事業効果
　あり（理由：伴走型支援や健診等で把握し
た妊産婦や乳幼児の家庭訪問により生活環境
や育児環境等を把握し、個別支援を行うこと
で、育児不安の軽減や虐待予防の一助となっ
ている。）
②連携・協力・協働の状況
　産婦人科・小児科・精神科等の医療機関や
保育園、幼稚園、母子保健推進協議会との連
携を図り、母やこども、家族等に相談支援を
行った。
③令和８年度事業への反映
　医療機関等との連携を強化し、家庭訪問が
必要な母やこども、家族等には、確実に訪問
ができるよう体制整備を行う。

特になし

Ｂ －

・受診者数
　　産後２週間健診　５８９件
　　産後１か月健診　５９７件

出産した産婦人科において、産後の心身の状態
を確認するために、健診を実施。産後のうつ状
態にある産婦に対しては、医療機関からの連絡
を受けて産後面談や訪問等で支援を行った。

①事業効果
　あり（理由：産後のうつ状態や育児不安の
強い産婦に対して、産後面談や家庭訪問等を
通して早期からの育児支援を行うことができ
た。）
②連携・協力・協働の状況
　産婦人科との連携を図り、必要な産婦に対
して支援を行った。
③令和８年度事業への反映
　産婦人科との連携を強化し、必要な産婦に
対しては確実に連絡が入るように体制整備を
行う。

特になし

Ｂ 6,410

産婦人科を退院後、育児不安や心身の不調のた
め、再度産婦人科等に宿泊、または日中滞在
し、休養や育児のサポートを受ける事業を実施
した。
　宿泊型利用実人数　　　　９４人
　日帰り型実人数　　　　１２９人
　訪問型　　　　　　　　　２９人

デイサービス個別型
「産後ママのほっこり相談室」

育児不安の強い、抑うつ状態にある産婦を対
象に、臨床心理士によるカウンセリングを実施
する事業を実施した。
　利用人数　　７人

①事業効果
　あり（理由：産後、心の不調がある産婦や
育児に不安がある産婦が利用し、不安の軽減
につながった。
②連携・協力・協働の状況
　産婦人科や臨床心理士との連携を図り、実
施した。
③令和８年度事業への反映
　引き続き産後ケア事業を実施し、休養や育
児のサポートが必要な支援を受けられるよう
体制を整備する。

利用したい時に空き
がない状況や、児の
月齢により利用の制
限があるため、引き
続き体制整備を行っ
ていく必要がある。

Ｂ 9,747

新生児聴覚検査受診者数
　６４１人（受診率９８．０％）

①事業効果
　あり（理由：保護者の経済的負担を軽減す
るとともに、先天的な耳の聞こえの障害を早
期に発見することができた）
②連携・協力・協働の状況
　産婦人科と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 3,167

4



取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

13

乳幼児健康診査
・乳児健康診査

事業の形態：委託
委託先
医療機関（医師会）

・１歳６か月児、３歳児
健康診査
 
事業の形態：直営

乳幼児の疾病の早期発見や発
育・発達の確認を行うととも
に、育児や発達等の不安につい
ての相談に応じ、必要な支援に
つなげます。

こども相談支援課 （乳児健康診査）
健康診査受診者数
　１か月児　６６７人（受診率９８．７％）
　３か月児　６８４人（受診率９９．１％）
　７か月児　７０５人（受診率９７．２％）

（１歳６か月児、３歳児健康診査）
毎月の実施日等を市広報、ホームページに掲載
した。健診未受診者に対して一括して受診管理
し積極的に受診勧奨を行った。

・健康診査受診者数
　　１歳６か月児　７７８人
　　　　　　　（受診率９９．６％）
　　３歳児　　　　８２９人
　　　　　　　（受診率９８．３％）

14

乳幼児相談

事業の形態：直営

育児の不安が解消できるよ
う、保健師や助産師、栄養士・
保育士等による育児相談を行い
ます。

こども相談支援課 こども家庭センターの母子保健機能での相談
は、保健師１１名、助産師３名体制で実施して
いる。
・市民や関係機関からの相談件数（延べ件数）
２，７７１件

関係機関とのネットワーク整備として、「防府
市子育て世代包括支援ネットワーク会議」を開
催し、妊娠期から子育て期にわたる関係機関の
連携について協議を行った。

15

乳児家庭全戸訪問

事業の形態：委託

委託先
母子保健推進員

生後４か月までの乳児がいる
家庭を母子保健推進員が訪問
し、母子の心身の状況や養育環
境を把握するとともに、不安や
悩みに対する助言や情報提供を
行います。

こども相談支援課 母子保健推進員が生後３か月の乳児と母親の家
庭訪問を行った。
　
・訪問件数（延べ）　６４１件
・資質向上のための研修会　年３回
・訪問時、産後の母親の育児疲れや不安を把握
し、育児の慰労や悩みなどの相談相手となる。
・訪問の結果は、訪問カードで担当保健師に報
告する。必要な場合は、保健師が関係機関と連
携し対応する。

16

離乳食教室

事業の形態：直営

離乳食を始める保護者を対象
に離乳食の教室を開催します。

こども相談支援課 ・開催回数　１２回
・参加者数（延べ）　１６３組

17

県産木材の積木プレゼン
ト

事業の形態：直営

木と触れ合い、こどもの心を
豊かにする、木育を推進するた
め、県産の木材を使用した積木
を１歳６か月児検診対象者のこ
どもに贈ります。

農林漁港整備課 ・１歳６か月児には、地元の木材を活用した玩
具（つみき）を贈呈した。

　　１歳６か月児　７７８人申込
　　　　　　　    ７５３人贈呈

18

食育の絵本のプレゼント

事業の形態：直営

こどもが食べる楽しさや、食
事に関心を持つことができるよ
う、３歳児健康診査を受診した
親子へ、食育に関する絵本を１
冊贈ります。

こども相談支援課 ・３歳児には、親子で食事に関心を持ち、栄養
バランスを意識して食べることができるよう、
魚または野菜に関する絵本を贈呈した。

【参考】健康診査受診者数
　　３歳児　　　　８２９人
　　　　　　　（受診率９８．３％）

5



令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

（乳児健康診査）
健康診査受診者数
　１か月児　６４４人（受診率９７．７％）
　３か月児　６３８人（受診率９７．３％）
　７か月児　６２５人（受診率９７．５％）
　１歳児（※令和７年７月開始）４４４人（受
診率８９．２％）

（１歳６か月児、３歳児健康診査）
毎月の実施日等を市広報、ホームページに掲載
した。健診未受診者に対して一括して受診管理
し積極的に受診勧奨を行った。

・健康診査受診者数
　　１歳６か月児　７１７人
　　　　　　　（受診率９８．９％）
　　３歳児　　　　７９３人
　　　　　　　（受診率９８．９％）

①事業効果
　あり（理由：（乳児健康診査）乳児期の異
常の早期発見を行うことができた。（１歳６
か月児、３歳児健康診査）身体面、精神発達
面について状況を確認すると共に、子育てに
ついての相談、助言を行った。）
②連携・協力・協働の状況
  医師会、歯科医師会、関係職種と連携し、
実施した。
③令和８年度事業への反映
  継続実施

特になし

Ｂ 20,132

こども家庭センターの母子保健機能での相談
は、保健師、助産師、看護師、管理栄養士が対
応している。
・市民や関係機関からの相談件数（延べ件数）
２，３７７件

関係機関とのネットワーク整備として、「防府
市子育て世代包括支援ネットワーク会議」を開
催し、妊娠期から子育て期にわたる関係機関の
連携について協議を行った。

①事業効果
　あり（理由：妊娠期から子育て期にわたり
切れ目ない支援ができ、保護者等の育児不安
の軽減ができている。）
②連携・協力・協働の状況
　医療機関等を中心に、子育て世代包括支援
ネットワーク会議の構成機関と連携し、実施
した。
③令和８年度事業への反映
　こども家庭センター母子保健機能として、
継続実施。

引き続き、丁寧な支
援を行うため、専門
職の確保が必要。

Ａ 10,757

母子保健推進員が生後３か月の乳児と母親の家
庭訪問を行った。
・こんにちは赤ちゃん事業（３か月児家庭訪
問）
　訪問件数（延べ）　６０８件
・訪問時、産後の母親の育児疲れや不安を把握
し、育児の慰労や悩みなどの相談相手となっ
た。
・訪問の結果は、訪問カードで担当保健師に報
告し、必要な場合は、保健師が関係機関と連携
して対応した。
・母子保健推進員対象の研修会を年３回開催
し、資質向上に努めた。

①事業効果
　あり（理由：支援の必要な母子の早期発見
と支援につなげることができている。研修会
の開催により、母子保健推進員活動の質の向
上につながっている。）
②連携・協力・協働の状況
　保健師、助産師の専門職と、母子保健推進
員の連携を図り、継続した支援を行った。
③令和８年度事業への反映
　母子保健推進員の質の向上を図り、現在の
取組を推進する。

特になし

Ｂ 183

・開催回数　１２回
・参加者数（延べ）　１４８組

①事業効果
　あり（理由：離乳食を開始する前に、離乳
食の基礎知識が習得でき、調理実演で作り方
や形状を確認することができる。）
②連携・協力・協働の状況
　特になし
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 19

・１歳６か月児には、地元の木材を活用した玩
具（つみき）を贈呈した。

　　１歳６か月児　７１７人申込
　　　　　　　　　６８２人贈呈
（全員に申込書を書いてもらい、受取、辞退が
選択出来るため辞退者が３５人いる)

①事業効果
　あり（理由：木と触れ合い、こどもの心を
豊かにする、木育を推進）
②連携・協力・協働の状況
　特になし
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 3,523

・３歳児には、親子で食事に関心を持ち、栄養
バランスを意識して食べることができるよう、
魚または野菜に関する絵本を贈呈した。

【参考】健康診査受診者数
　　３歳児　　　　７９３人
　　　　　　　（受診率９８．９％）

①事業効果
　あり（理由：魚や野菜の絵本を配付するこ
とで、親子で食に関心を持ってもらう機会と
なった）
②連携・協力・協働の状況
　特になし
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 1,079
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取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

19

５歳児発達相談会の実施

事業形態：直営

こどもの発達特性を保護者等
が理解し、適切な環境設定を行
うことにより支援へつなげ、育
児不安を解消します。

こども相談支援課 市内の年中児に、幼稚園、保育園を通じて問診
票を配付し、希望者に発達相談会を通じて、育
児支援、生活支援、就学支援を行う。

・対象者　令和６年度内に満５歳になる年中児
・内容　各園から保護者に問診票を配付し、相
談希望のあった者のうち、７０人について医
師、臨床心理士、地域コーディネーターなどの
専門職で、相談会を１１回開催した。

20

予防接種

事業形態：直営

定期予防接種（ポリオ、日本
脳炎、三種混合、四種混合、二
種混合、麻しん、風しん、麻し
ん・風しん混合、ＢＣＧ）及び
おたふくかぜワクチンの助成に
より、感染症の発症、まん延を
防ぎます。

こども相談支援課 ・麻しん・風しん
・予防接種接種率　１期　９３．８％
　　　　　　　　　２期　８６．６％

21

産科医等の確保支援

事業の形態：補助

補助金交付団体
医療機関

民間の医療機関の産科医等を
確保するため、医師等に分娩手
当を支給している市内の医療機
関に補助を行います。

健康増進課 防府市民　４９５件
市民以外　２２４件
合計　　　７１９件

22

夜間小児救急医療

事業の形態：委託

医師会など関係機関との連携
により夜間小児救急を開設して
います。

健康増進課 山口・防府地域夜間こども急病センターを毎日
（19時～22時）開設しました。

23

児童用かばん支給

事業の形態：直営

新小学１年生全員に市独自の
軽くて安全・安心、コンパクト
な児童用かばんを支給します。

学校教育課 新入学児童全員に児童用かばんを支給した。

（２）　子育て家庭を経済的に支援します

取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

1

養育医療費の助成

事業の形態：直営

身体の発育が未熟なまま生ま
れ、入院を必要とする乳児の、
指定医療機関での入院治療費を
公費で負担します。

こども相談支援課 ・給付実人数　　　　９５人
・給付延件数　　　２０５件
・給付延日数　３，７５８日

2

助産扶助費の助成

事業の形態：直営

市民税非課税世帯等を対象
に、出産に要した費用の一部を
助成します。

子育て推進課 出生届出の後、窓口において、児童手当・乳幼
児医療費助成制度とともに当制度も説明した。

申請件数　２件

7



令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

市内の年中児に、幼稚園、保育園を通じて問診
票を配付し、希望者に発達相談会を通じて、育
児支援、生活支援、就学支援を行う。

・対象者　令和７年度内に満５歳になる年中児
・内容　各園から保護者に問診票を配付し、相
談希望のあった者のうち、８２人について医
師、臨床心理士、地域コーディネーターなどの
専門職で、相談会を１７回開催した。

①事業効果
　あり（理由：発達に心配を持つ児について
の相談支援を実施し、適切な就学支援と共
に、母親が育てにくさを感じる児への接し方
について助言を行った。）
②連携・協力・協働の状況
　学校教育課との共催で実施。小児科医会、
保育園、幼稚園等と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

発達の支援が必要な
児が利用する場が限
られているため、療
育機関の充実が必要
である。

Ｂ 305

・麻しん・風しん
・予防接種接種率　１期　９７．７％
　　　　　　　　　２期　９７．８％

①事業効果
　あり（理由：小児科医、保育園、幼稚園等
の協力により接種勧奨を行った。）
②連携・協力・協働の状況
　小児科医院、保育園、幼稚園等に対し、予
防接種の周知を依頼した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 261,181

防府市民　４９７件
市民以外　２１４件
合計　　　７１１件

①事業効果
　あり（理由：産科の数が現状維持されてい
る）
②連携・協力・協働の状況
　特になし
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 8,052

山口・防府地域夜間こども急病センターを毎日
（19時～22時）開設しました。

①事業効果
　あり（理由：夜間においても、安心して受
診できる小児医療を提供することができた）
②連携・協力・協働の状況
　防府医師会、山口市医師会、吉南医師会、
山口市、山口赤十字病院と連携・協力し開設
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 1,177

新入学児童全員に児童用かばんを支給した。 ①事業効果
　あり（理由：ランドセル購入の経費負担軽
減及び軽いかばんを使用することで身体的負
担の軽減となっている。）
②連携・協力・協働の状況
　各学校と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 17,600

令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

・給付実人数　　　　　５４人
・給付延件数　　　　１４８件
・給付延日数　  ２，９１８日

①事業効果
　あり（理由：子育て支援に寄与している）
②連携・協力・協働の状況
　県と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 14,542

出生届出の後、窓口において、児童手当・乳幼
児医療費助成制度とともに当制度も説明した。

申請件数　２件

①事業効果
　あり（理由：出産に係る費用を軽減するこ
とで、子育て支援の一助になっている。）
②連携・協力・協働の状況
　産婦人科と連携（領収書内容の確認）し、
実施した。
③令和８年度事業への反映
　出産育児一時金の引き上げに伴い、助成の
必要性を検討する。

特になし

Ｂ 82
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取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

3

児童手当の支給

事業の形態：直営

高校生年代までのこどもの養
育者に手当を支給します。

子育て推進課 ・児童手当
（～９月）
　３歳未満　　　　　　月額１５，０００円
　３歳以上小学修了前　月額１０，０００円
　　　　（第３子以降　月額１５，０００円）
　中学生　　　　　　　月額１０，０００円
（１０月～）
　３歳未満
　　　　　　　　　　　月額１５，０００円
　３歳以上高校生年代まで
　　　　　　　　　　　月額１０，０００円
　第３子以降　　　　　月額３０，０００円
　※所得制限を撤廃

【ＰＲ活動】
市民課窓口での案内、市広報、ホームページ、
電算システム活用による受給漏れ防止

【対象者数（Ｒ７．３．３１現在）】
　受給者数　　　　　８，３６９人
  児童数　　　　　１５，３３３人

4

乳幼児医療費の助成

事業の形態：直営

小学校就学前児童の医療費を
無償化します。

子育て推進課 ・所得制限　なし
・受給者数（Ｒ７．３．１現在）
　　県制度対象者　２，９５９人
　　市制度対象者　２，４３３人

5

こども医療費の助成

事業の形態：直営

小学生から高校生年代までの
医療費を無償化します。

子育て推進課 ・所得制限　なし
・受給者数（Ｒ７．３．１現在）
　　市制度対象者　１１，０５９人

6

幼児教育・保育の無償化

事業の形態：直営・委託

委託先：私立保育園等

３歳から５歳までの認定こど
も園、幼稚園、保育所などを利
用するこどもの利用料を無償化
します。０歳から２歳までの住
民税非課税世帯のこどもも対象
とします。

子育て推進課
学校教育課

【子ども・子育て支援新制度対象施設】
３歳から５歳までのこども及び０歳から２歳ま
での住民税非課税世帯のこどもの利用者負担額
を無償化
　　無償利用者数（Ｒ６．４．１現在）
　　　認定こども園　　１，３１４人
　　　幼稚園　　　　　　　４００人
　　　保育所（園）　　　　９１７人
　　　地域型保育事業所　　　　５人

【その他の無償化対象施設・事業】
子育てのための施設等利用給付を支給
　（延べ支給件数）
　　　幼稚園（新制度未移行園）　　０件
　　　幼稚園の預かり保育　３，１５３件
　　　認可外保育施設等　　　　　８７件

7

第２子以降の保育料の無
償化

事業の形態：直営・委託

委託先：私立保育園等

保育の必要性がある第２子以
降の３歳未満児の保育料を無償
化します。

子育て推進課 【子ども・子育て支援新制度対象施設】
０歳児から２歳児クラスまでの認定こども園、
保育所等を利用し、保育認定を持つ第２子以降
のこどもの利用料を無償化
　　無償利用者数（Ｒ６.９.１現在）
　　　認定こども園　　　　２７９人
　　　保育所（園）　　　　３９８人
　　　地域型保育事業所　　　２６人

8

就学援助

事業の形態：直営

経済的な理由により就学困難
と認められる児童生徒の保護者
に対して必要な援助をします。

学校教育課 支給額対象者及び支給額
・要保護　０千円
　小学生０人　　０千円
　中学生０人　　０千円
・準要保護　１０７，４９３千円
　小学生７４８人　５８，５７４千円
　中学生４３８人　４８，９１９千円
・特別支援教育就学奨励費　９，０１９千円
　小学生１７０人　５，８４１千円
　中学生  ６８人　３，１７８千円
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令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

・児童手当
　３歳未満
　　　　　　　　　　　月額１５，０００円
　３歳以上高校生年代まで
　　　　　　　　　　　月額１０，０００円
　第３子以降　　　　　月額３０，０００円

【ＰＲ活動】
市民課窓口での案内、市広報、ホームページ、
電算システム活用による受給漏れ防止

【対象者数（Ｒ８．３．３１現在）】
　受給者数　　　　　８，２００人
  児童数　　　　　１５，０１４人

①事業効果
　あり（理由：児童の養育者に対し経済的な
負担軽減の一助となっている。）
②連携・協力・協働の状況
　市民課窓口（転入・転出・出生届）と連携
して、受給申請漏れを防止した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 2,504,863

・所得制限　なし
・受給者数（Ｒ８．３．１現在）
　　県制度対象者　２，６２７人
　　市制度対象者　２，５７４人

①事業効果
　あり（理由：乳幼児の医療機関受診に係る
経済的負担を軽減することで、子育て支援の
一助になっている。）
②連携・協力・協働の状況
　市民課と連携して、出生・転入時等の申請
漏れを防止した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 204,577

・所得制限　なし
・受給者数（Ｒ８．３．１現在）
　　市制度対象者　１１，１４０人

①事業効果
　あり（理由：医療機関受診時の保護者の経
済的負担を軽減することで、子育て支援の一
助になっている。）
②連携・協力・協働の状況
　市民課と連携して、転入時等の申請漏れを
防止した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 382,980

【子ども・子育て支援新制度対象施設】
３歳から５歳までのこども及び０歳から２歳ま
での住民税非課税世帯のこどもの利用者負担額
を無償化
　　無償利用者数（Ｒ７．４．１現在）
　　　認定こども園　　１，３０１人
　　　幼稚園　　　　　　　３５７人
　　　保育所（園）　　　　９２５人
　　　地域型保育事業所　　　　２人

【その他の無償化対象施設・事業】
子育てのための施設等利用給付を支給
　（延べ支給件数）
　　　幼稚園（新制度未移行園）　　２件
　　　幼稚園の預かり保育　３，０３６件
　　　認可外保育施設等　　　　　８４件

①事業効果
　あり（理由：利用料を無償化することで、
保護者の経済的負担を軽減し、仕事と家庭の
両立を支援できた。）
②連携・協力・協働の状況
　関係機関と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

制度が複雑化してい
るため、市民に分か
りやすく説明するこ
とが必要。
市外の新制度未移行
幼稚園へ通園する児
童の把握。

Ｂ 14,373

【子ども・子育て支援新制度対象施設】
０歳児から２歳児クラスまでの認定こども園、
保育所等を利用し、保育認定を持つ第２子以降
のこどもの利用料を無償化
　　無償利用者数（Ｒ７.４.１現在）
　　　認定こども園　　　　２７３人
　　　保育所（園）　　　　３３４人
　　　地域型保育事業所　　　１８人

①事業効果
　あり（理由：第２子以降の利用料を無償化
することで、保護者の経済的負担を軽減し、
仕事と家庭の両立を支援できた。）
②連携・協力・協働の状況
　関係機関と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

制度の複雑化により
第２子無償化の対象
外となる児童（私的
契約・一時預かり・
病児保育利用者等）
を正確に説明するこ
とが求められる。

Ｂ 110,819

支給額対象者及び支給額
・要保護　５４千円
　小学生０人　　０千円
　中学生１人　５４千円
・準要保護　１００，０３１千円
　小学生８０３人　５５，３３１千円
　中学生３６３人　４４，７００千円
・特別支援教育就学奨励費　９，９４３千円
　小学生１９２人　６，５３６千円
　中学生  ７４人　３，４０７千円

①事業効果
　あり（理由：経済的に困難な家庭に必要な
援助を実施することができた。）
②連携・協力・協働の状況
　小・中学校と連携し、申請漏れのないよう
周知を図った。
③令和８年度事業への反映
　制度の周知を市広報、ホームページ、小・
中学校等を通じて実施する。

特になし

Ｂ －
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取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

9

高等学校入学準備金の貸
付け

事業の形態：直営

高等学校に入学する生徒の保
護者で、経済的な理由により入
学準備金の調達が困難な人に、
必要な資金を貸し付けます。

教育総務課 新規貸付　１７人（募集：２０人以内）
貸付金額　１，０００千円

10

奨学資金の貸付け

事業の形態：直営

経済的な理由のため修学が困
難な人に、必要な資金を貸し付
けます。

教育総務課 新規貸付　１２人（募集：２０人以内）
貸付金額　２０，８８０千円

11

定住促進奨学金返還支援

事業の形態：直営

定住促進奨学金の貸付けを受
け、かつ大学等卒業後、継続し
て３年以上市内に定住した人に
定住促進奨学金の返還を支援し
ます。

教育総務課 返還支援対象者　５人
返還支援金額　１，４４０千円

（３）　子育てと仕事の両立に向け、子育てしやすい環境を整備します

取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

1

育児休業制度の定着・促
進

事業の形態：直営

関係機関との連携の下、育児
休業制度の普及、啓発を図ると
ともに、市内事業所の働き方改
革を促進することで、育児休業
を男性、女性ともに取得しやす
い環境づくりの支援に努めま
す。

商工振興課 ・「防府市育児休業等取得促進奨励金」を新設
し、事業者における男性従業員の育児休業等の
取得を促進した。
・国や県の支援制度に関するリーフレット等を
窓口に設置し周知を図った。
・「ほうふ幸せます働き方推進企業」の認定企
業のうち、認定期間の満了を迎える企業に対し
更新手続きを働きかけ、更新の承認を行った。

2

労働時間短縮の促進

事業の形態：直営

ゆとりある豊かな家庭生活を
確保するため、完全週休２日制
やノー残業デー運動、年次有給
休暇取得促進等の広報、啓発活
動を行い、市民、企業、団体等
へ労働時間の短縮を働きかけま
す。

商工振興課 リーフレットの掲示、市広報への掲載等で「労
働ほっとライン」の周知を行った。
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令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

新規貸付　１１人（募集：２０人以内）
貸付金額　６７５千円

①事業効果
　あり（理由：入学金等の調達が困難な者に
対し、必要な高等学校入学準備金の貸付を実
施することができた。）
②連携・協力・協働の状況
　市内全中学３年生へチラシを配布し、周知
に努めた。
③令和８年度事業への反映
　制度の周知を市広報、ホームページ、市内
各中学校等を通じて実施する。

特になし

Ｂ 基金運用

新規貸付　２０人（募集：２０人以内）
貸付金額　２５，２００千円

①事業効果
　あり（理由：学資の支出が困難な学生に対
し、修学資金の貸付を実施することができ
た。）
②連携・協力・協働の状況
　これから大学に進学しようとする高校３年
生へ周知を図るため、市内及び近隣市にある
高等学校を通じてチラシを配布するととも
に、新成人（１８歳）へのメッセージと併せ
たチラシの送付を行い、周知に努めた。
③令和８年度事業への反映
　併用型奨学金制度を創設した。（対象：令
和８年度貸付分から）
　新制度の周知を市広報、ホームページ、高
等学校等を通じて実施するとともに、新成人
への周知を行う。

特になし

Ｂ 基金運用

返還支援対象者　４人
返還支援金額　１，４４０千円

①事業効果
　あり（理由：防府市に３年以上定住した奨
学生に対し、返還支援補助金を交付すること
ができた。）
②連携・協力・協働の状況
　これから大学に進学しようとする高校３年
生へ周知を図るため、市内及び近隣市にある
高等学校を通じてチラシを配布するととも
に、新成人（１８歳）へのメッセージと併せ
たチラシの送付を行い、周知に努めた。
③令和８年度事業への反映
　今後も市広報、ホームページ、高等学校等
を通じて実施するとともに、新成人への周知
を行う。

特になし

Ｂ 1,200

令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

・「防府市育児休業等取得促進奨励金」によ
り、事業者における男性従業員の育児休業等の
取得を促進した。
・国や県の支援制度に関するリーフレット等を
窓口に設置し周知を図った。
・「ほうふ幸せます働き方推進企業」の認定企
業のうち、認定期間の満了を迎える企業に対し
更新手続きを働きかけ、更新の承認を行った。

①事業効果
　あり（理由：奨励制度により、事務所にお
ける男性従業員の育児休業の取得、取得期間
の長期化を後押しした。）
②連携・協力・協働の状況
　国（山口労働局）や県（労働政策課）など
と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　関係機関と協力し、広報・啓発活動を実施
する。

制度の認知度向上を
引き続き図る必要が
ある。

Ｂ 600

リーフレットの掲示等で「労働ほっとライン」
の周知を行った。

①事業効果
　あり（理由：国（山口労働局）や県（労働
政策課）などと連携し、制度の周知を図るこ
とができた。）
②連携・協力・協働の状況
　国（山口労働局）や県（労働政策課）など
と連携・協力・協働し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　関係機関と協力し、広報・啓発活動を実施
する。

特になし Ｂ －
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取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

3

多様な働き方への支援

事業の形態：直営

多様な働き方の推進に取り組
む企業への支援を通じて、誰も
が働きやすい社会の形成を目指
します。

商工振興課 ・「多様な働き方推進事業費補助金」を新設
し、働きやすい職場づくりの推進に取り組む事
業者を支援した。
・内職（家内労働）提供事業所の募集を行っ
た。

4

再就職希望者等に対する
支援

事業の形態：委託・直営

委託先
特定非営利活動法人コ
ミュニティ友志会
有限会社ビジネススクー
ル・オカモト

出産や子育てを理由とした退
職者の再就職を支援するため、
相談窓口を設置し、ハローワー
ク等の就労支援機関への登録に
つなげます。また、キャリア形
成のための学びなおしの場とな
るセミナーを開催します。

商工振興課 ・就業意欲のある育児中の女性やシニア層等の
再就職に向けた就業相談窓口を設置した。
・女性を対象とした、就職に必要なデジタル技
術習得を目的とした講座を開催した。

5

男女共同参画講座の開催

事業の形態：直営

男性の家事や育児など家庭生
活への参画を促進するため、参
加しやすい各種講座等を開催し
ます。

福祉総務課 男女共同参画啓発講座の開催
　
・第１回「親子で学ぶお片付け講座」
　参加者　１５人うち男性５人
　講師　整理収納アドバイザー
　　　　天野　貴美栄氏
・第２回　明治安田生命保険相互会社　包括連
携協定「女性活躍推進セミナー」
　 参加者：１７人
　 講師　明治安田生命保険相互会社
　       藤本　那菜氏
・第３回「父と子の料理教室　ハロウィン」
　参加者　６組（１２人うち男性１０人）
　講師　栄養士　藤田　茂子氏
・第４回「父と子の料理教室　クリスマス」
　参加者　６組（１４人うち男性１０人）
　講師　栄養士　藤田　茂子氏
・第５回「生涯学習フェスティバル」
　　　　　パネル展示と啓発グッズの配布
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令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

・「多様な働き方推進事業費補助金」の周知活
動により、柔軟な働き方のできる職場づくりの
促進に取り組んだ。
・内職（家内労働）提供事業所の募集を行っ
た。

①事業効果
　あり（理由：内職提供事業所の情報提供に
より、柔軟な働き方を希望する人とのマッチ
ングを進めることができた。）
②連携・協力・協働の状況
　国（労働基準監督署）と連携し、実施し
た。
③令和８年度事業への反映
　関係機関と協力し、広報・啓発活動を実施
する。

働き方改革を進める
ため、改革の必要性
及び補助金制度の認
知度向上を図る必要
がある。

Ｂ －

・就業意欲のある育児中の女性やシニア層等の
再就職に向けた就業相談窓口を設置した。
・女性を対象とした、就職に必要なデジタル技
術習得を目的とした講座を開催した。

①事業効果
　あり(理由：就職相談や講座を通し、就職
につなげることができた。）
②連携・協力・協働の状況
　ハローワーク等と連携・協力・協働し、実
施した。
③令和８年度事業への反映
　関係機関と協力したセミナーの実施等で、
働きたい方への就職支援を行う。

特になし Ｂ 6,500

男女共同参画啓発講座開催
（第１回）
　「親子で学ぶお片付け講座」
　参加人数　 ４組８名(うち男性３人）
　講師　天野　貴美栄氏（整理収納アドバイ
ザー）
（第２回）
　「女性のためのマネーセミナー」
　参加人数　対面３人(うち男性１人）、オン
ライン４人
　講師　中山　 英樹氏（Ｊ‐ＦＬＥＣ（金融
経済教育推進機構）公認アドバイザー）
（第３回）
　「父と子の料理教室「ハロウィンのお菓子を
作ろう」」
　参加人数  ６組１５名(うち男性９人）
　講師　藤田　茂子氏（栄養士・料理家）
（第４回）
　「父と子の料理教室「クリスマスのお菓子を
作ろう」」
　参加人数　  ６組１２名(うち男性８人）
　講師　藤田　茂子氏（栄養士・料理家）
（第５回）
　「防府市生涯学習フェスティバル」
　　市民へ男女共同参画についての啓発
　　配偶者等からの暴力（ＤＶ）・交際相手か
らの暴力（デートＤＶ）パネルの展示

①事業効果
　あり（理由：総数自体は令和６年度からや
や減少しているが、参加希望者数が多く抽選
とする講座もあり、男女共同参画社会への理
解と意識啓発を図ることができた。）
②連携・協力・協働の状況
　特になし
③令和８年度事業への反映
　継続実施

講座の内容により応
募状況が異なったた
め、参加意欲を促す
ような内容の講座を
開催する。

Ｂ 41
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２　こどもが健やかに成長するまち

（１）　保育園等の保育・教育環境を充実し多様なニーズに対応します

取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

1

ショートステイ、トワイ
ライトステイ

事業の形態：委託

委託先
（２歳以上）
防府海北園
山口育児院
吉敷愛児園
（２歳未満）
乳児院なかべ学院

保護者の疾病等により家庭で
の養育が一時的に困難になった
とき、一定期間、児童養護施設
等において児童を養育、保護し
ます。

こども相談支援課 ・ショートステイ
　　利用者実人数：６人（延べ３１日）
・トワイライトステイ
　　利用者実人数：９人
　（夜間１２日・宿泊１４日・休日２１日）

【ＰＲ活動】
・ホームページ掲載
・市広報掲載（年１回）
・チラシの作成、適宜配布

2

一時預かり

事業の形態：直営・委託

委託先
私立保育所
私立認定こども園
小規模保育事業所

　育児疲れや緊急の場合など、
一時的に家庭での保育が困難と
なった児童を保育所等で保育し
ます。

子育て推進課 【ＰＲ活動】
ホームページに実施保育所（園）及び利用者の
一部負担金について掲載
【利用実績】
　・実施か所数
　　　市立保育所２か所
　　　市立認定こども園（保育）１か所
　　　私立保育所１４か所
　　　私立認定こども園（幼保連携）４か所
　　　小規模保育事業所　２か所
　・延べ利用児童数　３，３４２人
※保護者の就労を理由に利用するケースが多
かった。

3

延長保育

事業の形態：直営・委託

委託先
私立保育所
私立認定こども園
小規模保育事業所

通常の利用日及び利用時間以
外の日、及び時間において延長
保育を実施します。

子育て推進課 ・実施園
　　公立　　　　　３園
　　私立　　　　１９園
　　小規模　　　　２園
・延長時間
　　０．５時間　　７園
　　１時間　　　２１園

4

休日保育
事業の形態：委託・補助

委託先
右田保育園

日曜・祝日等の休日に、保護
者の仕事等により家庭において
保育することができない児童を
保育します。

子育て推進課 右田保育園
・利用児童数（延べ）　１７８人

5

病児保育

事業の形態：委託

委託先
くらしげ小児科

病気や病気の回復期のため集
団保育が困難な児童を、仕事等
により家庭で保育ができない保
護者に代わって一時的に預か
り、保育します。

子育て推進課 【ＰＲ活動】
ホームページ及び市広報（年２回）で事業を紹
介
【利用実績】延べ利用児童数　８５０人
　※利用対象者
　　０歳～小学校６年生で事前に登録が必要
　　　（１年ごとの更新）
　※Ｈ３１年４月からの県内市町の相互利用協
　　定により、山口県内に住所を有する児童の
　　利用可能（延べ利用児童数のうち１２人）

6

こども誰でも通園制度

事業の形態：直営・委託

委託先
私立認定こども園

保護者のリフレッシュや、こ
ども同士の触れ合いの機会をつ
くるため、６か月から満３歳未
満の保育所等に通っていないこ
どもを対象に、国が定める一定
時間までの利用枠で保育を行い
ます。

子育て推進課 ・実施園
　　公立　　　　　３園
　　私立　　　　　２園
・利用人数（延べ）
　　　　　　　５３８人
・総利用時間
　　　　１，７６５時間

7

支援が必要なこどもの受
入れ

事業の形態：直営・補助

補助金交付先
私立保育所
私立認定こども園

各施設で医療的ケア児等、支
援が必要なこどもを受け入れる
ことができるよう、必要な保育
士、看護師を配置します。

子育て推進課 （障害児）
・実施園
　　公立　　３園
　　私立　１７園
・対象児童数
　　公立　　３２人
　　私立　１３５人
（医療的ケア児）
・実施園
　　公立　　１園（看護師：１人）
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令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

・ショートステイ
　　利用者実人数：１３人（延べ１０９日）
・トワイライトステイ
　　利用者実人数：１０人
　（夜間６７日・宿泊６１日・休日３０日）

【ＰＲ活動】
・ホームページ掲載
・市広報掲載（年１回）
・チラシの作成、適宜配布
・必要な家庭に個別に勧める

①事業効果
　あり（理由：保護者のレスパイトや負担軽
減、児童の養育・保護の一助になってい
る。）
②連携・協力・協働の状況
　委託契約児童養護施設と連携し、実施し
た。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

必要時の受け入れ先
の確保が課題であ
る。

Ｂ 907

【ＰＲ活動】
ホームページに実施保育所（園）及び利用者の
一部負担金について掲載
【利用実績】
　・実施か所数
　　　市立保育所２か所
　　　市立認定こども園（保育）１か所
　　　私立保育所１３か所
　　　私立認定こども園（幼保連携）４か所
　　　小規模保育事業所　２か所
　・延べ利用児童数　２，８８３人
※保護者の就労を理由に利用するケースが多
かった。

①事業効果
　あり（理由：保護者の一時的な保育ニーズ
に対応した。）
②連携・協力・協働の状況
　各施設と連携・協力して実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 35,103

・実施園
　　公立　　　　　３園
　　私立　　　　１９園
　　小規模　　　　２園
・延長時間
　　０．５時間　　７園
　　１時間　　　２１園

①事業効果
　あり（理由：就労形態の多様化に伴う延長
保育に対応できた。）
②連携・協力・協働の状況
　各施設と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　各保育園を通じて保護者への周知を図る。

特になし

Ｂ 31,574

右田保育園
・利用児童数（延べ）　１９８人

①事業効果
　あり（理由：保育需要に対応できた。）
②連携・協力・協働の状況
　右田保育園と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　保育園を通じて保護者への周知を図る。

特になし

Ｂ 3,974

【ＰＲ活動】
ホームページ及び市広報（年２回）で事業を紹
介
【利用実績】延べ利用児童数　８４５人
　※利用対象者
　　０歳～小学校６年生で事前に登録が必要
　　　（１年ごとの更新）
　※Ｈ３１年４月からの県内市町の相互利用協
　　定により、山口県内に住所を有する児童の
　　利用可能（延べ利用児童数のうち１０人）

①事業効果
　あり（理由：保育需要に対応できた。）
②連携・協力・協働の状況
　委託先医院と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 17,466

・実施園
　　公立　　　　　３園
　　私立　　　　　４園
・利用人数（延べ）
　　　　　１，３６３人
・総利用時間
　　　　４，１５５時間

①事業効果
　あり（理由：在宅で子育てをしている家庭
のこどもにも家庭では得られない経験や家族
の人以外と触れ合う機会を提供でき、こども
たちの成長に寄与できた。）
②連携・協力・協働の状況
　保育所等と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

一時預かりとの違い
が利用者には伝わり
づらい。

Ｂ 4,749

（障害児）
・実施園
　　公立　　３園
　　私立　１７園
・対象児童数
　　公立　　３１人
　　私立　１５８人
（医療的ケア児）
・実施園
　　公立　　　１園（看護師：１人）

①事業効果
　あり（理由：保育士の増補により、障害児
を受け入れることができた。）
②連携・協力・協働の状況
　各施設と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

障害児、医療的ケア
児が増加しているな
かで、施設が受け入
れやすい体制整備を
行う必要がある。

Ｂ 69,049

①事業効果（理由）
②連携・協力・協働の状況
③令和８年度事業への反映

今後の方向性
Ａ：レベルアップし、積極的に推進する
Ｂ：現行のまま推進
Ｃ：事業を見直す
Ｄ：事業を廃止する
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取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

8

障害児の受入れ

事業の形態：直営・委託

委託先
私立認定こども園
私立保育所

各施設で集団保育の可能な障
害児を受け入れるために必要な
改修を行います。

子育て推進課 私立　４園
（西須賀・新田・きんこう・きんこう第２）

9

保育士研修の支援

事業の形態：直営・委託
委託先：保育協会

保育の質の向上を図るための
研修の受講支援を行います。

子育て推進課 ・実施園
　公立　　３園
　私立　２６園
・受講人数（延べ）　５６７人

10

保育施設の整備

事業の形態：直営

補助金交付先
私立認定こども園
私立保育所
私立幼稚園

保育所、幼稚園、認定こども
園などの保育施設の整備や改修
等に補助を行います。

子育て推進課 私立　５園
（西須賀・えんしん・多々良・鞠生・中関）

（２）　放課後の児童等の健全育成に努めます

取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

1

留守家庭児童学級・留守
家庭児童クラブの運営

事業の形態：直営・委託

委託先
ＮＰＯ法人：市民活動さ
ぽ－とねっと

保護者が就労等により昼間家
庭にいない、小学校に就学して
いる児童を対象として、遊びや
生活の場を提供し、その子ども
の健全育成を図ります。

子育て推進課
福祉総務課

児童数（Ｒ６．５．１現在）
　留守家庭児童学級数（３１か所）
　　　　　　　　　　　　　１，２８３人
　児童クラブ（児童館４館）  　１３８人

2

児童館の運営

事業の形態：直営

児童に健全な遊び場を提供
し、各種の運動、創作活動等を
行います。

福祉総務課 アフターコロナに対応し、趣向を凝らした児童
館行事を各館で実施した。開催回数も昨年度よ
り２回増やした。

3

放課後子ども教室

事業形態：直営

放課後における安全・安心な
こどもの居場所を提供するた
め、地域の参画を得て、学習や
スポーツ・文化活動を行いま
す。

生涯学習課 地域の参画を得て、市内１５小学校区で放課後
子ども教室を実施。
各教室、年間１０日～３０日程度で学習活動と
体験活動を中心に実施した。

4

スポーツ少年団の活動支
援

事業の形態：直営
（事務局は課内だが、資
金的には独立）

小学生をスポーツに親しま
せ、心身ともに健康な児童を育
成するため、スポーツ少年団の
活動を支援します。

スポーツ振興課 ・防府市スポーツ少年団本部には、５３団、
１，０９６名（団員）の登録がある。

・１０、１１月：交歓大会
　　参加人数　８競技　約７９０人

・１月：交流駅伝競走大会
　　参加人数　約４００人
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令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

私立　２園
（きんこう・きんこう第２）

①事業効果
　あり（理由：施設の改修により、障害児を
受け入れることができた。）
②連携・協力・協働の状況
　各施設と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 1,930

・実施園
　公立　　３園
　私立　２６園
・受講人数（延べ）　６８５人

①事業効果
　あり（理由：研修の受講により、保育の質
を高めことができた。）
②連携・協力・協働の状況
　保育協会と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 3,314

私立　８園
（鞠生・中関・きんこう第２・多々良・勝間・
三田尻・松崎・西須賀）

①事業効果
　あり（理由：施設の改修により、こどもた
ちの保育環境の改善をすることができた。）
②連携・協力・協働の状況
　各施設と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 155,600

令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

Ｒ７．５．１現在児童数
留守家庭児童学級数３１か所　１，２７２人
児童クラブ（児童館４館）      　１２７人

①事業効果
　あり（理由：放課後に児童が安全で健やか
に育つ活動場所が必要な小学校区に確保して
おり、利用者のニーズにほぼ応じることがで
きた。）
②連携・協力・協働の状況
　児童の安全を守るため、保護者・学校・地
域（みまもり隊等）と連絡を密にすることを
心がけた。
③令和８年度事業への反映
　配慮を要する児童を受け入れるため、支援
員の研修を実施する。

・支援員の確保
・補助員の確保
・支援員の質の向上
・保育時間の延長
・運営委託の検討
・保育審査基準に基
づいた適切な児童の
受入
・放課後子ども教室
との連携
・学級の増設

Ａ 448,684

アフターコロナに対応し、趣向を凝らした児童
館行事を各館で計８回実施した。開催回数も昨
年度より２回増やした。

①事業効果
　あり（理由：参加者数が増加したため。児
童の知識を広め、感性、道徳心、協調性を
養った。）
②連携・協力・協働の状況
　子育て支援団体（子ども会、老人クラブ、
自治会等）と連携し、実施した。これらを通
じ、地域交流の活性化が図れた。
③令和８年度事業への反映
　児童館行事の周知を徹底し、「じどうかん
だより」等で多くの児童の参加を促してい
く。

数年間、新型コロナ
ウイルスの感染拡大
により児童館行事を
中止又は縮小して実
施したことが尾を引
き、児童館の存在や
児童館行事のことを
知らない児童がいる
ようだが、「じどう
かんだより」等で周
知をしてい行事等へ
の参加を促してい
く。

Ｂ 4,418

地域の参画を得て、市内１５小学校区で放課後
子ども教室を実施。
各教室、年間１０日～３０日程度で学習活動と
体験活動を中心に実施した。

①事業効果
　あり（理由：地域の方との交流の機会を設
け、放課後の安全・安心な居場所づくりを進
めることができたため。）
②連携・協力・協働の状況
　情報交換会や運営委員会により連携・協力
を図っている。
③令和８年度事業への反映
　引続き情報交換会等により教室間の情報共
有や連携に努める。
　放課後子ども教室の様子を保護者や地域の
方に周知し、地域の方の運営スタッフへの関
心を高め、新規スタッフの増加を図る。

スタッフの固定化、
高齢化が進んでお
り、各地域の実情に
応じた、持続可能な
体制づくりを図る必
要がある。

Ｂ 5,356

・防府市スポーツ少年団本部には、５２団、
１，０１８名（団員）の登録がある。

・１０、１１月：交歓大会
　　参加人数　７競技　約７７０人

・１月：交流駅伝競走大会
　　参加人数　約３２０人

①事業効果
　あり（心身ともに健康な児童の育成、交流
の場を提供できた）
②連携・協力・協働の状況
　各大会の運営において、前年同様、指導者
や保護者の協力を得て実施した
③令和８年度事業への反映
　継続実施

令和７年度の団員
数、団体数はともに
減少した。
資格を持った指導者
の高齢化が進んでお
り、次世代の指導者
の確保が必要であ
る。

Ｂ 1,502
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取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

5

地域クラブ活動の支援

事業の形態：直営
（学校教育課内の事務局
は全体調整及び支援）

こども達がスポーツ・文化・
芸術活動に継続して親しむこと
ができる環境を整備します。

学校教育課
スポーツ振興課
文化振興課

・防府市認定地域クラブ数（Ｒ７.２月）

　　文化・芸術　　　１５クラブ
　　スポーツ　　　　２０クラブ

（３）　学校の教育環境を整備します

取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

1

学校運営協議会を核とし
た地域とともにある学校
づくりの推進

事業の形態：直営

　コミュニティ・スクールの連
携・協働体制を活かし、地域に
開かれた学校づくりを推進しま
す。

学校教育課 保護者や地域の代表からなる学校運営協議会で
校長の学校運営方針を承認するとともに、地域
の意見を教育活動に反映させることで、社会に
開かれた教育課程の実現に向けて連携・協働を
図っている。

2

いじめ等の問題行動や不
登校の早期発見・早期対
応に向けた組織的な取組
の充実

事業の形態：直営

スクールカウンセラーの配
置、スクールソーシャルワー
カーの派遣及び関係機関との連
携等によるこども・家庭・学校
等への相談・支援体制の充実を
図ります。

教育支援センター「オアシス
教室」において、学校に行きづ
らいこどもの教育相談、学習指
導及び体験活動を実施し、一人
ひとりの状況に合わせたきめ細
かな指導を行います。

学校教育課 （スクールカウンセラーの派遣）
・スクールカウンセラー９名配置（市内全小中
学校）
・カウンセリング件数（年間相談件数（延べ人
数））
　　小中合計　４，００７件
・年間相談件数(実数）
　　小中合計　１，８４９件
相談者一人あたりの継続相談回数が増加してお
り、こどもや保護者にとってのＳＣへの信頼度
の向上が伺える。
（スクールソーシャルワーカーの派遣）
・スクールソーシャルワーカー７名配置
・派遣件数
　　学校　３０７回
　　家庭　１７４回
　　教育委員会　６６回
　　その他の関係機関　９７回
　　合計　６４４回
（「オアシス教室」の実施）
・「オアシス教室」（文化福祉会館内）に通室
した児童・生徒は、３５名（小学生３人、中学
生３２人）
・体験活動が効果的であった。
・月１回の会議で情報交換を行い、その情報を
学校へ伝えるなどして、生徒の支援に効果が
あった。
・指導員による学期に２回の保護者懇談会を実
施した。

いじめ・悩み相談

事業の形態：直営

フリーダイヤルの「教育相談
電話」で、相談に対応します。

学校教育課 ・相談件数 １３６件
　（内訳）　来所相談　　　　９件
　　　　　　電話相談　　　２１件
　　　　　　訪問相談　　　４７回
　　　　　　巡回相談　　　５９回
・相談員　非常勤相談員１名で対応

フリーダイヤルの「ヤングテ
レホン防府」で、青少年に関わ
る悩みや相談に対して、助言、
指導及び関係機関への紹介等を
行います。

生涯学習課 ・相談受理件数　８７件
　（内訳）　青少年　　１０件
　　　　　　その他　　７６件
　　　　　　不詳　　　　１件

3
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令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

・防府市認定地域クラブ数（Ｒ８.２月）

　　文化・芸術　　１５クラブ
　　スポーツ　　　２１クラブ

・令和８年３月末には学校部活動の地域クラブ
への移行が完了した。

①事業効果
　あり（生徒が継続してスポーツ・文化芸術
活動に親しむことができる環境の整備ができ
た）
②連携・協力・協働の状況
　学校、家庭、地域が連携・協力し実施し
た。
③令和８年度事業への反映
　地域クラブに参加する生徒を送迎するた
め、バスの運行を開始する。

・指導者の確保
・活動環境の整備
・活動場所の調整
・参加率の確保
・地域クラブの周知

Ａ 34,019

令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

保護者や地域の代表からなる学校運営協議会で
校長の学校運営方針を承認するとともに、地域
の意見を教育活動に反映させ、児童生徒が地域
とともに活動を充実させていくことで、社会に
開かれた教育課程の実現に向けて連携・協働を
図っている。

①事業効果
　あり（理由：保護者や地域住民等と児童生
徒ががともに話し合う場を設定し、学校運営
への参画意識に寄与した。）
②連携・協力・協働の状況
　関係機関と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　補助金を交付活用することでより各地域の
コミュニティ団体・機関の連絡、協調の推進
を図る。

特になし

Ｂ －

（スクールカウンセラー配置）
・スクールカウンセラー９名配置（市内全小中
学校）
・カウンセリング件数（年間相談件数（延べ人
数））
　　小中合計　３，８０８件
・年間相談件数(実数）
　　小中合計　１，６７８件
相談者一人あたりの継続相談回数が増加してお
り、こどもや保護者にとってのＳＣへの信頼度
の向上が伺える。
（スクールソーシャルワーカーの派遣）
・スクールソーシャルワーカー７名配置
・派遣件数
　　学校　３００回
　　家庭　２４０回
　　教育委員会　７２回
　　その他の関係機関　７９回
　　合計　６９１回
（オアシス教室）
・「オアシス教室」（防府市文化財郷土資料館
内）に通室した児童・生徒は、３２名（小学生
３人、中学生２９人）
・体験活動が効果的であった。
・月１回の会議で情報交換を行い、その情報を
学校へ伝えるなどして、生徒の支援に効果が
あった。
・指導員による学期に２回の保護者懇談会を実
施した。

①事業効果
　あり（理由：（スクールカウンセラー）多
様な背景をもち、より深刻な問題につながる
ケースの早期発見、早期対応につながってい
る。また、保護者、生徒からの希望が増えて
いる。（スクールソーシャルワーカー）学校
の対応が難しいケースに対応し好転するケー
スが多かった。（オアシス教室）ひきこもり
傾向の生徒が通室し、他の生徒と交流でき
た。）
②連携・協力・協働の状況
　学校や関係機関と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ －

・相談件数 １１１件
　（内訳）　来所相談　　　　８件
　　　　　　電話相談　　　３１件
　　　　　　訪問相談　　　７２回
　　　　　　巡回相談　　　５６回
・相談員　非常勤相談員１名で対応

①事業効果
　あり（理由：いじめや不登校の問題に対し
て適切な助言を行い、問題解決に向け前進し
たケースがあった。）
②連携・協力・協働の状況
　学校や関係機関と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

相談電話や生活安心
相談員の周知を引き
続き行う。

Ｂ －

・相談受理件数　　　７９件
　（内訳）青少年　　１４件
　　　　　その他　　６５件

①事業効果
　あり（理由：多様化する青少年の悩みやこ
どもに関する保護者の相談等に指導・助言を
行い、相談内容によっては専門機関を紹介す
るなど、適切な対応ができた。）
②連携・協力・協働の状況
　他の相談機関等と連携し、相談業務を行っ
ている。
③令和８年度事業への反映
　児童・生徒・保護者を中心にヤングテレホ
ン防府の周知を図る。

その他（高齢者等）
の件数が多く、本来
の目的に応じた対応
の見直しが必要であ
る。

Ｂ 44
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取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

4

防府市青少年語学研修派
遣

事業の形態：直営

姉妹都市であるアメリカ合衆
国ミシガン州モンロー市へ中・
高校生を派遣し、外国に対する
理解及び国際協調の精神を養成
します。

政策推進課 ・防府市中高校生（６人）派遣
　Ｒ６．７．２５～８．９

5

学校施設の整備

事業の形態：直営

防府市学校施設長寿命化計画
に基づいて、小・中学校の施設
の老朽化対策及びバリアフリー
やカーボンニュートラルに対応
した改修などを行います。

教育総務課 ・長寿命化改修工事（華浦小学校南校舎・佐波
中学校屋内運動場 R5～R6年度継続）
・屋内運動場照明設備改修工事（西浦小学校・
小野小学校）
・華城小学校渡り廊下改築工事
・華城小学校グラウンドスロープ移設工事
・華陽中学校屋内運動場屋根防水改修工事
・国府中学校南校舎長寿命化予防改修工事
・華西中学校南校舎外壁改修工事
・小・中学校トイレ洋式化工事（R5～R7年度）

6

生と性についての学習

事業の形態：直営

「命の大切さ」や「命のつな
がり」を学び、自分を大切に
し、他人を思いやる心を育てる
ための授業を依頼のあった小学
校の高学年児童を対象に行いま
す。

こども相談支援課 いのちの学習事業として小学生に実施
・向島小学校　１０人

（４）　心身の健全育成を推進します

取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

1

乳幼児健康診査
・乳児健康診査

事業の形態：委託
委託先
医療機関（医師会）

・１歳６か月児、３歳児
健康診査
 
事業の形態：直営

再掲１（１） こども相談支援課 再掲１（１）

2

健康づくり推進のつどい

事業の形態：直営

　防府市健康増進計画「健やか
ほうふ２１計画（第３次）」に
基づき、食育を含めた健康づく
りの大切さについて広く普及す
るため、関係機関と連携し、
「健康づくり推進のつどい」を
開催します。

健康増進課 （食育推進の集い）
隔年開催のため、令和６年度は実施なし。
令和７年度実施に向け、実施協力を依頼してい
る「健やかほうふ２１計画推進委員」とグルー
プワークを行い、実施内容のアイデアをまとめ
た。

3

食生活改善推進員の活動
支援

事業の形態：直営

食生活改善推進員が食育等の
活動を行えるよう、知識と技術
向上のための研修を実施しま
す。

健康増進課 資質向上のための全体研修会を年４回開催

養成講座は未実施

4

保育所・幼稚園・認定こ
ども園等における食育の
推進

事業の形態：直営・委託

配膳、片づけに関わる体験や
野菜等の栽培、調理体験を通じ
て、食に対する主体性を育む取
組を行います。

子育て推進課 各保育所では、こども達と一緒に野菜を育て、
収穫し、給食やおやつにして食べることで、作
物を五感で感じながら、皆で一緒に楽しく食べ
ることの大切さを教えた。
また、給食だよりで食の大切さと、月ごとの行
事や旬に関する食の情報を伝えた。

5

食育の絵本のプレゼント

事業の形態：直営

再掲１（１） こども相談支援課 再掲１（１）
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令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

・防府市中高校生（５人）派遣
　Ｒ７．７．２４～８．８

①事業効果
　あり（理由：姉妹国際都市交流を通じて、
防府市学生の国際的感覚を身に着けることが
できた。）
②連携・協力・協働の状況
　市民団体（防府・モンロー国際交流市民の
会）との共催事業であり、運営に携わってい
る。
③令和８年度事業への反映
　市内中学、高校を中心にこの事業の積極的
な周知を図る。

中学生の応募が少な
いため、積極的に周
知を行う。

Ｂ 3,200

・長寿命化改修工事（華浦小学校北校舎・右田
小学校屋内運動場 R7～R8年度継続）
・校舎照明設備改修工事（富海小学校・向島小
学校・新田小学校・富海中学校）
・屋内運動場照明設備改修工事（中関小学校・
華西中学校）
・大道小学校西校舎屋上防水改修工事
・国府中学校北校舎長寿命化予防改修工事
・小・中学校トイレ洋式化工事（R5～R7年度）

①事業効果
　あり（理由：老朽化した施設の改修によ
り、安全・安心で良好な教育環境の向上につ
ながった)
②連携・協力・協働の状況
　学校や工事担当課、施工業者と連携して対
応している。
③令和８年度事業への反映
　継続実施する

小・中学校は施設の
老朽化が進んでいる
ため、引き続き長寿
命化計画に基づく改
修を継続して実施す
る必要がある。 Ｂ 1,112,739

学校教育の中での、いのちの学習との整合性を
図りながら、市内小学校から要望があれば実施
できるようにした。

①事業効果
なし（理由：開催がなかったため）
②連携・協力・協働の状況
　担当課との連携を図り、市内小学校からの
要望があれば実施できるようにした。
③令和８年度事業への反映
　継続実施する。

特になし

Ｂ -

令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

再掲１（１）

食育を含めた健康づくり全体をテーマとし、健
康づくりの集い「幸せます健康まつり」を実
施。
日時：令和７年１０月５日（日）
内容：食事バランスチェックの実施とレシピ配
布
参加者：２０１名

①事業の効果
　あり（理由：市民への食育推進を図ること
ができた）
②連携・協力・協働の状況
　食生活改善推進協議会
③令和８年度事業への反映
　隔年開催のため、実施なし

特になし

Ｂ 26

・全体研修会　年４回
・参加者数（延べ）３３３人

・養成講座　年４回
　参加者数（延べ）７３人

①事業の効果
　あり（理由：地域に食生活の大切さを普及
する役割として、健康づくりに寄与してい
る）
②連携・協力・協働の状況
　市教育委員会や地区の活動において、各地
区の組織等と連携を図り実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

引き続き食生活改善
推進員が食育等の活
動ができるよう支援
していく。
食生活改善推進員を
増やすため、養成講
座を隔年で実施す
る。

Ｂ 1,244

各保育所では、こども達と一緒に野菜を育て、
収穫し、給食やおやつにして食べることで、作
物を五感で感じながら、皆で一緒に楽しく食べ
ることの大切さを教えた。
また、給食だよりで食の大切さと、月ごとの行
事や旬に関する食の情報を伝えた。

①事業効果
　あり（理由：食育の推進を図ることができ
た。）
②連携・協力・協働の状況　なし
③令和８年度事業への反映
　引き続き食育の推進をしていく必要があ
る。

特になし

Ｂ －

再掲１（１）
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取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

6

学校における食の教育の
充実

事業の形態：直営

学校給食の機会を活用し、食
に関する指導の充実を図りま
す。

学校教育課 ・「食に関する指導の全体計画」を見直し、学
校教育全体で食育の推進を図った。
・朝食指導資料を作成した。
・６月の「食育月間」等の機会をとらえ、食の
重要性について、普及啓発を図った。
・栄養教諭による校内授業研究の実施。
・栄養教諭による全学校巡回指導の実施。

7

親子の料理教室

事業の形態：委託

委託先
防府市食生活改善推進協
議会

　小学生とその親を対象に親子
の料理教室を食生活改善推進協
議会と連携して開催します。

健康増進課 食生活改善推進協議会が主催し、１３地区にお
いて開催。
・参加者数　親１１１人、こども１４６人
開催した全支部において、調理実習と試食を伴
う教室を実施した。

8

生と性についての学習

事業の形態：直営

再掲２（３） こども相談支援課 再掲２（３）

9

乳幼児と児童・生徒との
ふれあいの機会の提供

事業の形態：直営

小・中・高等学校と連携し、
保育所や乳幼児健診の場、子育
てサークル活動の場などを利用
することで、児童・生徒と乳幼
児とのふれあいの機会を提供し
ます。

こども相談支援課
学校教育課
子育て推進課

いのちの学習事業として小学生に実施した。
・向島小学校　１０人

1
0

デートＤＶ予防の啓発

事業の形態：直営

公立中学校において、交際相
手からの暴力の予防のための講
座を実施します。

福祉総務課 デートＤＶ予防啓発講座
・華西中学校２年生（３４人）

1
1

学校図書館の充実

事業の形態：直営

学校司書を配置するととも
に、資料の管理や有効活用を図
るため学校図書館管理システム
を導入し、学校図書館における
こども達の読書環境の整備に努
めます。

教育総務課 ・学校図書館コーディネーター（１人）、学校
司書(１５人)を配置した。そのうち大規模小学
校から専任化した(４校)。
・市立図書館の学校支援図書等を利用して、授
業等で使用した。
　件数　７７６件　４，５３７冊

1
2

児童用図書及び地域文
庫・貸出文庫の充実

事業の形態：委託

委託先
防府市文化振興財団

多様化する読者の要求に応
え、児童用図書を充実させると
ともに、地域文庫や学校等を対
象とする貸出文庫の資料の充実
を図ります。

教育総務課 ・児童図書年間増加冊数　▲２４４冊
・地域文庫（１５か所）
　　年間配付冊数　１２，０４２冊
・貸出文庫（主に小学校・８６６件）
・貸出文庫（ほとんど児童書）
　　年間配付冊数　２５，４０８冊
・移動図書館のステーション数　３７か所
・学校支援図書貸出冊数　４，５３７冊

・電子図書館
　　電子児童書蔵書冊数　　１，０９２冊
　　電子児童書貸出冊数　１５，５５９冊
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令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

・「食に関する指導の全体計画」を見直し、学
校教育全体で食育の推進を図った。
・６月の「食育月間」等の機会をとらえ、食の
重要性について、普及啓発を図った。
・栄養教諭による校内授業研究の実施。
・栄養教諭による全学校巡回指導の実施。

①事業効果
　あり（理由：巡回指導による食育の指導が
されている。）
②連携・協力・協働の状況
　あり
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ －

食生活改善推進協議会が主催し、１３地区にお
いて開催。
・参加者数　親１３６人、こども１９７人
開催した全支部において、調理実習と試食を伴
う教室を実施した。

①事業の効果
　あり（理由：地域に食生活の大切さを普及
する役割として、健康づくりに寄与してい
る。）
②連携・協力・協働の状況
　市教育委員会や地区の活動において、各地
区の組織等と連携を図り実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

実施できていない地
区がある。開催でき
るよう考えていく必
要がある。

Ｂ －

再掲２（３）

市内小学校から要望があれば実施できるように
担当課とも連携を図り、事業について周知し
た。

実施はなし

①事業効果
学校教育の中での、いのちの学習との整合性
を図りながら、市内小学校から要望があれば
実施できるようにした。
②連携・協力・協働の状況
　担当課との連携を図り、市内小学校からの
要望があれば実施できるようにした。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ －

デートＤＶ予防啓発講座
・華西中学校２年生（３２人）
・大道中学校１・２年生（４７人）

①事業効果
　あり（理由：デートＤＶへの理解と意識啓
発を図ることができた。）
②連携・協力・協働の状況
　学校教育課との連携を図り、市内中学校に
おいて実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施。なるべく多くの学校で講座の実
施ができるよう働きかける。

実施校に偏りがあ
り、多くの生徒が講
座を受けられていな
い。

Ｂ 22

・学校図書館コーディネーター（１人）、学校
司書(１６人)を配置した。そのうち大規模小学
校から専任化した(６校)。
・市立図書館の学校支援図書等を利用して、授
業等で使用した。
　件数　５６４件　３，８３５冊

①事業効果
　あり（理由:児童生徒の読書活動の支援な
ど、学校図書館の機能が充実した。学校司書
の資質が向上した。 )
②連携・協力・協働の状況
　市立図書館との連携により、学校図書館の
円滑な管理運営に努めた。
③令和８年度事業への反映
　学校司書を増員して専任校を増やすととも
に、学校図書館の更なる充実を図る。

特になし

Ｂ －

児童図書年間増加冊数　▲２４冊
地域文庫（１５か所）
　年間配付冊数　１２，０２２冊
貸出文庫（主に小学校・８０１件）
貸出文庫（ほとんど児童書）
　年間配付冊数　２３，４３１冊
移動図書館のステーション数　３７か所
学校支援図書貸出冊数　３，８３５冊

●電子図書館
電子児童書蔵書冊数　１，７１３冊
電子児童書閲覧回数　１８，５７６冊

●りんごの棚開設

①事業効果
　あり（バリアフリー図書を集約し、りんご
の棚を設置した。電子図書館では、児童書読
み放題パックの提供を開始した。)
②連携・協力・協働の状況
　公民館・小学校の協力により、地域文庫・
学校支援図書の運営を滞りなく実施できた。
貸出文庫では新たに牟礼南小学校の特別支援
学級に貸出を開始した。
　留守家庭学級などの団体への貸出図書の選
書を図書館職員が行うサービスを継続実施し
た。
③令和８年度事業への反映
　学校支援図書の更なる充実を図る。
　団体向けの選書サービスを継続する。

学校支援図書の更な
る収集・整理・保
存・提供と、利用の
促進。

「読み放題パック」
などを提供して内容
の充実化を図るとと
もに市内小学校に周
知し、学校教育での
電子図書館の利用に
つなげる。

Ｂ －
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取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

1
3

図書館の児童奉仕行事の
充実

事業の形態：委託

委託先
防府市文化振興財団

市民の集会、文化活動、学習
交流のための場と設備の提供を
行い、図書館利用を促進するた
めに、児童を対象としたさまざ
まな行事を行います。

また、児童を対象としたサー
クルの集会、文化活動を奨励し
ます。

教育総務課 【児童を対象とした行事】
・子ども読書フェスティバル、図書館まつり、
子ども図書館員、チャレンジ！調べる学習、図
書館を使った調べる学習コンクール、ビブリオ
バトル、クリスマスおはなし会、月いちキネマ
夏休み子ども向け上映会、夏休み読書感想文教
室を開催した。
・毎月家庭の日には、防府図書館内で「さんさ
んおはなし会」を実施した。
・ソラールとの連携事業として、当年度の科学
分野の課題図書について、科学館学芸員・司書
双方の視点から読書感想文のヒントとなるパネ
ル展示を行った。

【児童を対象としたサークルの集会、文化活動
の奨励とその育成】
・図書館ボランティア養成講座を実施した。
・保育所や聞いて得するふるさと講座に職員を
派遣し、おはなし会をした。また、市内小学校
（１校）へ移動図書館車を派遣し利用案内等を
行った。

1
4

幼児の読書活動への支援

事業の形態：補助

補助金交付団体
私立保育所
私立認定こども園
私立幼稚園

こども達の読書の習慣を促進
するため、市内の保育所等の読
書活動を支援します。

また、私立幼稚園におけるこ
どもの読書活動を推進するた
め、学校法人に対して必要な経
費を補助します。

子育て推進課
学校教育課

・実施施設
　公立保育所等　　　　　　　３園
　保育所等（認こ園含む）　２４園
　幼稚園等（認こ園含む）　１５園

1
5

青少年劇場等

事業の形態：直営

児童・生徒に優れた芸術家に
よる生の演奏、演劇を鑑賞して
もらうことにより、豊かな創造
性や情操のかん養を図ります。

文化振興課 ①音楽公演
　演奏者：広田智之（オーボエ）
　　　　　原田英代（ピアノ）
　小学校３箇所（小野小、玉祖小、松崎小）
　中学校１箇所（小野中）

　

1
6

青少年ボランティア養成
講座の実施

事業の形態：直営

高校生や短大生を対象にボラ
ンティア活動の実践と基本的知
識の習得を図ります。

生涯学習課 １月の二十歳のつどいと３月の生涯学習フェス
ティバルについて募集を行い、それぞれ２２
名、３３名の参加があった。

1
7

公園・児童遊園等の整備

事業の形態：直営

親子や地域の方がふれあうこ
とのできる憩いの場を創出する
とともに、既存の公園施設等の
改修、更新等の整備を行いま
す。こども家庭センター東側の
広場の整備を行います。

都市計画課
子育て推進課
こども相談支援課

（新設）
【大平山山頂公園遊具整備事業】
複合遊具、あずまやの設置（令和６年度～８年
度の３か年事業）
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令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

【児童を対象とした行事】
・子ども読書フェスティバル、図書館まつり、
子ども図書館員、チャレンジ！調べる学習、図
書館を使った調べる学習コンクール、ビブリオ
バトル、クリスマスおはなし会、月いちキネマ
夏休み子ども向け上映会、夏休み読書感想文教
室を開催した。
・毎月家庭の日には、防府図書館内で「さんさ
んおはなし会」を実施した。
・ソラールとの連携事業として、当年度の科学
分野の課題図書について、科学館学芸員・司書
双方の視点から読書感想文のヒントとなるパネ
ル展示を行った。

【児童を対象としたサークルの集会、文化活動
の奨励とその育成】
・図書館ボランティア養成講座を実施した。
・保育所に職員を派遣し、おはなし会をした。

【中学生を対象としたサークルの集会、文化活
動の奨励とその育成】
・図書館クラブに対して活動場所の提供すると
ともに、図書館のオリエンテーションやポップ
作りの指導を行った。

①事業効果
　あり（理由：子ども読書フェスティバル
で、絵本作家さいとうしのぶさんを講師に迎
え、絵本の読み聞かせやワークショップを開
催した。図書館まつりでは、こどもを対象と
したコーナーを設け多くのこどもたちが参加
した。）
②連携・協力・協働の状況
　図書館で活動しているボランティアサーク
ルと様々な行事の運営等で、連携・協力し
た。
　引き続き、財団内の他施設との連携・協力
に努めた。
③令和８年度事業への反映
　各事業について、内容の充実を図りなが
ら、継続して実施する。

子ども読書フェス
ティバル、図書館ま
つりでの、こども向
け行事の継続と集
客。

図書館を使った調べ
る学習コンクール応
募作品のレベル向上
のために、「チャレ
ンジ！調べる学習」
の継続と、参加者の
増加のために広く広
報を行う。

Ｂ －

・実施施設
　公立保育所等　　　　　　　３園
　保育所等（認こ園含む）　２２園
　幼稚園等（認こ園含む）　１５園

①事業効果
　あり（理由：こどもたちの読書の習慣づけ
に寄与できている。）
②連携・協力・協働の状況
　各施設と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 6,395

音楽公演
　演奏者：広田智之（オーボエ）
　　　　　原田英代（ピアノ）
　小学校２箇所（佐波小、玉祖小）
　中学校２箇所（国府中、桑山中）

①事業効果
　あり（理由：事業の効果が直ぐに表れるこ
とはないが、感動と驚きは確実に与えてい
る。）
②連携・協力・協働の状況
　出演者・開催校と協力し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　こども達に優れた舞台芸術と触れる機会を
つくるために、このまま続けていきたい。

①音楽公演について
は、出演者の協力に
より成り立っている
ので、協力が得られ
ない場合は開催でき
ない。

公演の実施は申込み
制だが、申込みにつ
いて学校により温度
差がある。

Ｂ 584

１月の二十歳のつどいと３月の生涯学習フェス
ティバルについて募集を行い、それぞれ２２
名、１０名の参加があった。

①事業効果
　あり（理由：青少年ボランティア養成講座
は、情報交換の場となるとともに、体験活動
に参加した高校生・大学生にとって、充実し
た活動になる。）
②連携・協力・協働の状況
　関係団体・高校・短大等への情報提供を
行った。
③令和８年度事業への反映
　研修や交流の場として、今後も推進してい
く。

参加形態や実施内容
を工夫し、養成講座
実施の機会を増やし
ていくことが必要で
ある。

Ｂ -

（新設）
【大平山山頂公園遊具整備事業】
複合遊具の設置（令和６年度～８年度の３か年
事業）
（新設）
【ほうふっ子広場整備事業】
広場の整備工事に着手

①事業効果
　あり（理由：老朽化した施設の改修・修繕
により、より公園利用者の快適性が向上した
／【ほうふっ子広場の整備】広場の整備工事
に着手した。８年度も引き続き整備を継続す
る）
②連携・協力・協働の状況
　関係課で連携して対応していく。
③令和８年度事業への反映
　大平山山頂公園の遊具整備を継続して実施
する。

遊具等の施設の老朽
化に伴い修繕箇所が
増加していることか
ら、計画的な施設の
更新・改修が必要で
ある。

【ほうふっ子広場】
特になし Ｂ 41,577
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取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

1
8

公園・児童遊園のトイレ
の更新・バリアフリー化

事業の形態：直営

トイレの更新に合わせ、バリ
アフリー（多目的）トイレの整
備を行います。

都市計画課
子育て推進課

（改修）なし

1
9

公園・児童遊園等の維持
管理

事業の形態：直営・委託

委託先
愛護会、社会福祉事業
団、シルバー人材セン
ター等

地域と行政が協働して公園等
の維持管理を行い、より身近な
公園として有効活用を図りま
す。

都市計画課
子育て推進課

（児童遊園／維持管理）
【一般修繕】３件
【除草、清掃】自治会等で結成する愛護会やシ
ルバー人材センター・専門業者へ委託
【遊具点検】専門業者へ委託
【樹木剪定、防除】シルバー人材センター

（その他公園等／維持管理）
【改修】
・大平山山頂公園施設改修
老朽化した駅舎、給水用のろ過桝改修工事（令
和７年度への繰越）
・トイレ（脇公園）
【一般修繕】６２件
【除草、清掃】自治会等で結成する愛護会やシ
ルバー人材センター・専門業者へ委託
【遊具点検】専門業者へ委託
【樹木剪定、防除】シルバー人材センターや専
門業者へ委託
【枯松伐倒、高木剪定】専門業者へ委託

2
0

インクルーシブ遊具の整
備

事業の形態：直営

新築地町防災広場・市内全小
学校区に設置したインクルーシ
ブ遊具を、親子や地域のふれあ
いの場として活用してもらえる
ように適切に管理を行うととも
に、既存遊具の更新時にはイン
クルーシブ遊具の整備を検討し
ます。

都市計画課
河川港湾課
子育て推進課ほか

・維持管理
　　芝刈、潅水、施肥の実施
・巡回点検
　　巡回点検及び清掃の実施（随時）
　　落とし物、迷子の対応
・新設
　　小型遊具・フェンスの設置
・インクルーシブ遊具の設置
　　１件

2
1

水辺の空間の保全と活用

事業の形態：直営

こども達の遊びの場、自然体
験の場である「小野水辺の楽
校」を安心して利用してもらえ
るように、適切に管理します。

河川港湾課 ・維持管理
　　水辺の楽校の除草業務実施
　　トイレ清掃、浄化槽及び除菌機器の管理
・安全点検
　　安全パトロールの実施（年２回）
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令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

（改修）大道児童遊園トイレ改築工事 ①事業効果
　あり（理由：地域外に居住している市民の
公園、児童遊園の利用につながり、より多く
の市民が公園等を利用することができる。）
②連携・協力・協働の状況
　都市計画課と子育て推進課で連携して対応
していく。
③令和８年度事業への反映
　児童遊園の整備計画を作成予定

公園、児童遊園は市
内に多数あることか
ら、整備計画を作成
し、計画的な修繕を
行うことが必要

Ｂ 30,281

（児童遊園／維持管理）
【一般修繕】７件
【除草、清掃】自治会等で結成する愛護会や社
会福祉事業団へ委託
【遊具点検】専門業者へ委託
【樹木剪定、防除】 シルバー人材センター

（その他公園等／維持管理）
【改修】
・７箇所の都市公園について、老朽化したフェ
ンス改修、公園入口の拡幅、駐車場区画線整備
・大平山山頂公園施設改修
老朽化した駅舎、給水用のろ過桝改修工事（令
和６年度からの繰越）
【一般修繕】５６件
【除草、清掃】自治会等で結成する愛護会やシ
ルバー人材センター・専門業者へ委託
【遊具点検】専門業者へ委託
【樹木剪定、防除】シルバー人材センターや専
門業者へ委託
【枯松伐倒、高木剪定】専門業者へ委託

①事業効果
　あり（理由：地域の愛護会の協力を得て維
持管理が実施され、事業目的が達成でき
た。）
②連携・協力・協働の状況
　除草・清掃・点検等を愛護会（地域の団
体）と連携し実施。
③令和８年度事業への反映
　愛護会員の高齢化が進み、継続が難しく
なっている団体もあるため、愛護会活動の周
知を図りながら新しい担い手を開拓し、事業
を実施していく。

遊具等の施設の老朽
化に伴い修繕箇所が
増加していることか
ら、計画的な施設の
更新・改修が必要で
ある。

Ｂ 296,251

・維持管理
　　芝刈、潅水、施肥の実施
・巡回点検
　　巡回点検及び清掃の実施（随時）
　　落とし物、迷子の対応
・改修
　遊具塗装塗り替え
・インクルーシブ遊具の設置
　　　１件

①事業効果
　あり（理由：親子と地域のふれあいの場を
提供)
②連携・協力・協働の状況
　山口県、山口県漁協、潮彩市場防府と連携
し、周辺環境の維持に取り組んだ。
③令和８年度事業への反映
　快適な環境の提供のため、山口県漁協と公
園の管理委託契約を締結する。
　児童遊園の整備計画（遊具設置）を作成予
定。

夜間等の公園管理方
法が課題
公園、児童遊園は市
内に多数あることか
ら、整備計画を作成
し、計画的な修繕を
行うことが必要

Ｂ 67,200

・維持管理
　　水辺の楽校の除草業務実施
　　トイレ清掃、浄化槽及び除菌機器の管理
・安全点検
　　安全パトロールの実施（年２回）

①事業効果
　あり（理由：地域住民で構成する団体の協
力を得て、維持管理が実施され、事業目的が
達成できた。）
②連携・協力・協働の状況
　地域住民で構成する団体（小野地区青少年
健全育成協議会）と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　小野地区青少年健全育成協議会が、継続し
て活動できるよう委託料の見直しを含め、引
き続き事業を実施していく。

予算確保に課題

Ｂ 1,335
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３　こども・若者や家庭にしっかり寄り添い支えるまち

（１）　児童虐待等の未然防止と適切な支援に取り組みます

取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

1

養育支援訪問

事業の形態：直営

妊娠や子育てに特に不安や家
庭養育上の問題を抱える家庭
に、こども家庭支援員を派遣
し、子育ての相談や支援を行い
ます。

こども相談支援課 ・派遣家庭数　　　　２１件
・訪問件数（延べ）２９４件（不在含む）
・支援員実人員　　　１４人

2

要保護児童対策地域協議
会

事業の形態：直営

虐待を受けているこどもや支
援を必要とする児童及び妊婦等
の早期発見や適切な保護、こど
もや保護者への支援を図るため
に、「地域の関係機関等が、こ
どもやその家庭について共に考
え、地域全体で支援する」こと
を目的とした場であり、情報や
考え方を共有し、適切な連携の
下で対応します。こども家庭セ
ンターが調整機関の役割を担い
ます。

こども相談支援課 保健師２名・こども家庭相談員３名・事務職１
名の計６名で子ども家庭総合支援拠点業務を中
心とし、要保護児童対策地域協議会と連携して
業務を行い、要保護児童の相談への対応を実施
した。

・相談件数　４０５人
　（延べ１２，６７２件）

3

母子保健訪問指導

事業の形態：直営

再掲１（１） こども相談支援課 再掲１（１）

4

乳児家庭全戸訪問

事業の形態：委託

委託先
母子保健推進員

再掲１（１） こども相談支援課 再掲１（１）

5

子育て講座

事業の形態：直営

子育てについての悩みや不安
を持っている親同士が、こども
との関わり方について一緒に学
ぶ教室を実施します。

こども相談支援課 実施回数６回、参加者５１名

6

子育て世帯訪問支援事業

事業の形態：直営

家事や子育て等に不安や負担
を抱える子育て家庭にヘルパー
を派遣し、家事・育児サポート
を行い、育児負担の軽減、養育
環境の改善を図ります。

こども相談支援課 ・派遣家庭数　　　０件
・訪問件数（延べ）０件（不在含む）
・支援員実人員　　２人

（２）　障害のあるこども等や発達が気になるこども等を支援します

取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

1

障害児福祉手当の支給

事業の形態：直営

重度障害児を対象に、障害児
福祉手当を支給し、育成を援助
します。

障害福祉課 ・１人当たり手当額
　Ｒ６．２～Ｒ６．３　１５，２２０円
　Ｒ６．４～Ｒ７．１　１５，６９０円
・受給者数（延べ）６０３人
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令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

・派遣家庭数　　　　２２件
・訪問件数（延べ）２８７件（不在含む）
・支援員実人員　　　１４人

①事業効果
　あり（理由：特定妊婦や養育上の問題を抱
える家庭をこども家庭支援員が定期的に訪問
し、保護者の相談に応じて支援を行い、虐待
の未然防止に努めた。)
②連携・協力・協働の状況
　関係機関に養育支援訪問事業について説
明、紹介し、事業についての理解を得た。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

専門職の確保

Ｂ 2,282

保健師３名・こども家庭相談員３名・事務職１
名の計７名で子ども家庭総合支援拠点業務を中
心とし、要保護児童対策地域協議会と連携して
業務を行い、要保護児童の相談への対応を実施
した。

・相談件数　４４４人
　（延べ１３，５２５件）

①事業効果
　あり（理由：保護者等の育児不安の解消や
虐待予防の一助になっている。）
②連携・協力・協働の状況
　要保護児童対策地域協議会の構成機関と連
携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　こども家庭センター児童福祉機能として、
継続実施。

年々相談件数が増加
するとともに、相談
内容も複雑化、深刻
化しており、職員の
資質の向上、更なる
関係機関との連携が
必要である。

Ｂ 15,244

再掲１（１）

再掲１（１）

子育てをする中で、困り感や不安を持つ保護者
が、子育てに自信を持ち、安心して子育てがで
きるように、子どもとの関わり方について学ぶ
ことのできる講座を開催した。

実施回数６回、参加者３４名

①事業効果
　あり（理由：講座の参加者にこどもの成長
に応じた聴き方や伝え方のコツや子育て中の
ストレスとの向き合い方について伝えること
ができた。）
②連携・協力・協働の状況　なし
　
③令和８年度事業への反映
　継続実施

参加者が少なく、周
知方法や内容につい
て見直しが必要であ
る。

Ｂ 178

・派遣家庭数　　　０件
・訪問件数（延べ）０件（不在含む）
・支援員実人員　　２人

①事業効果
　なし（理由：利用を勧めた家庭もあった
が、利用を承諾しなかったり、課税状況に応
じ自己負担があるので利用に結びつかなかっ
た。)
②連携・協力・協働の状況
　関係機関に子育て世帯訪問支援事業につい
て説明、紹介し、事業についての理解を得
た。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

利用が望ましい家庭
について利用勧奨を
していく。

Ｂ 256

令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

・１人当たり手当額
　Ｒ７．２～Ｒ７．３　１５，６９０円
　Ｒ７．４～Ｒ８．１　１６，１００円
・受給者数（延べ）５４５人

①事業効果
　あり（理由：障害児の療育の援助をするこ
とができる。）
②連携・協力・協働の状況
　関係機関と連携・協力して実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

新規対象者に制度周
知の徹底を図る必要
がある。

Ｂ 8,735

①事業効果（理由）
②連携・協力・協働の状況
③令和８年度事業への反映

今後の方向性
Ａ：レベルアップし、積極的に推進する
Ｂ：現行のまま推進
Ｃ：事業を見直す
Ｄ：事業を廃止する
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取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

2

重度心身障害者医療費の
助成

事業の形態：直営

一定の所得要件等を満たす重
度障害者（児）の医療に要する
経費のうち、医療保険の自己負
担額を助成します。

障害福祉課 ・受給者数（Ｒ７．３．３１現在）
　　３，０２５人

3

障害児補装具の購入・修
理費等の助成

事業の形態：直営

身体障害児に対し、補聴器、
義肢、車椅子等の補装具の交付
及び修理費を支給します。

障害福祉課 ・補装具交付　２８件
・補装具修理　２２件

本事業の対象とならない軽度･中等度難聴児に
対する補聴器購入費等助成事業を平成２４年８
月から別事業として実施

4

障害児日常生活用具の助
成

事業の形態：直営

日常生活を営むのに支障があ
る障害児に対し、日常生活上の
便宜を図る用具の給付費を支給
します。

障害福祉課 交付件数　１０８件

5

特別児童扶養手当の受
付・相談

事業の形態：直営

県が実施する特別児童扶養手
当の支給の受付を行うととも
に、相談に応じます。

障害福祉課 １級　５５，３５０円
２級　３６，８６０円

受給者数　３８８人

6

児童発達支援

事業の形態：直営

未就学の障害児に、日常生活
における基本的な動作の指導、
知識技能の付与、集団生活への
適応訓練、その他必要な支援の
給付費を支給します。

障害福祉課 ・施設数　１０か所（防府市なかよし園等）
・利用者数　２４６人

7

児童発達支援センター 地域の障害児やその家族への
相談、障害児を支援する事業所
等への援助・助言を行うなど、
地域の中核的な療育支援施設と
しての役割を果たします。

障害福祉課 ・施設数　１か所（防府市なかよし園）

8

放課後等デイサービスの
充実

事業の形態：直営

就学児を対象に、放課後や休
日に、生活能力の向上のために
必要な訓練、社会との交流の促
進その他必要な支援の給付費を
支給します。

障害福祉課 ・施設数　２１か所（こども通所支援事業所は
なのうら等）
・利用者　３６８人

9

保育所等訪問支援 障害児通所施設等の支援員が
保育所等を訪問し、障害児に対
して、他の児童との集団生活へ
の適応のため、専門的な支援な
どを行います。

障害福祉課 ・実施事業所数　２か所
・利用者数　４５人

1
0

特別支援教育の充実

事業の形態：直営

個々の特性に応じた指導の実
施や学習環境の充実に向けた取
組を進め、特別な支援を必要と
するこどもの教育的なニーズに
対応するとともに、インクルー
シブ教育の推進を図ります。

学校教育課 ・学校支援員　７３名配置
（内訳）
　小学校
　　牟礼３、牟礼南４、勝間４、
　　松崎５、華浦５、新田６、中関６、
　　向島１、西浦２、華城５、佐波５、
　　小野１、右田５、玉祖２、大道２
　中学校
    牟礼２、国府２、桑山２、華陽２、
    華西２、佐波２、右田２
・特別支援教育推進員の派遣
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令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

・受給者数（Ｒ８．３．３１現在）
　　２，９８５人

①事業効果
　あり（理由：障害者の負担軽減を図ること
が期待できる。）
②連携・協力・協働の状況
　関係機関と連携・協力して実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 417,808

・補装具交付　１９件
・補装具修理　２８件

本事業の対象とならない軽度･中等度難聴児に
対する補聴器購入費等助成事業を平成２４年８
月から別事業として実施

①事業効果
　あり（理由：障害児の動作等を補装具によ
り支援できた。）
②連携・協力・協働の状況
　関係機関と連携・協力して実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 6,111

交付件数　１０６件 ①事業効果
　あり（理由：日常生活の支援をすることが
できた。）
②連携・協力・協働の状況
　関係機関と連携・協力して実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 2,591

１級　５６，８００円
２級　３７，８３０円

受給者数　４２５人

①事業効果
　あり（理由：障害児の療育の援助をするこ
とができる。）
②連携・協力・協働の状況
　関係機関と連携・協力して実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 1,754

・施設数　１０か所（防府市なかよし園等）
・利用者数　２３５人

①事業効果
　あり（理由：未就学児が日常生活で必要と
なる知識技能や集団生活への適応性等を身に
付けることができる。）
②連携・協力・協働の状況
　関係機関と連携・協力して実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

個々の状況に応じた
支援体制の強化につ
いて、検討が必要。

Ｂ 315,781

・施設数　１か所（防府市なかよし園） ①事業効果
　あり（理由：障害児の家族等が障害児支援
の手法等を学ぶことができる。）
②連携・協力・協働の状況
　関係機関と連携・協力して実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 748

・施設数　２１か所（こども通所支援事業所は
なのうら等）
・利用者数　４１０人

①事業効果
　あり（理由：就学児が生活する上で必要と
なる能力の向上や、社会との交流機会の提供
等を行うことができる。）
②連携・協力・協働の状況
　関係機関と連携・協力して実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

個々の状況に応じた
支援体制の強化につ
いて、検討が必要。

Ｂ 668,809

・実施事業所数　２か所
・利用者数　５６人

①事業効果
　あり（理由：就学児が生活する上で必要と
なる能力の向上や、社会との交流機会の提供
等を行うことができる。）
②連携・協力・協働の状況
　関係機関と連携・協力して実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 4,735

・学校支援員　７２名配置
（内訳）
　小学校
　　富海１、牟礼３、牟礼南４、勝間４、
　　松崎６、華浦５、新田６、向島１、
　　中関６、西浦２、華城６、佐波５、
　　小野１、右田５、玉祖２、大道２
　中学校
    牟礼２、国府２、桑山２、華陽２、
    華西１、佐波２、右田２
・特別支援教育推進員の派遣

①事業効果
　あり（理由：通常の学校に在籍する児童生
徒への個別の支援による学習状況の改善と、
特別支援学級在籍児童生徒への個別の支援に
よる交流学習の充実）
②連携・協力・協働の状況
　保幼小の円滑な接続ができた。
③令和８年度事業への反映
　校内支援体制や個別の支援方法の助言によ
る指導、支援の充実

支援の必要な児童生
徒の増加により、必
要性が増している。
更なる増員が必要で
ある。

Ｂ 95,728
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取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

1
1

５歳児発達相談会の実施

事業形態：直営

再掲１（１） こども相談支援課 再掲１（１）

（３）　ひとり親家庭を支援します

取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

1

ひとり親家庭医療費の助
成

事業の形態：直営

ひとり親家庭の保健の向上及
びその生活の安定と福祉の増進
を図るため、ひとり親家庭の医
療費を助成することにより無償
化します。

子育て推進課 受給者数（Ｒ７．３．１現在）１，５３０人

2

児童扶養手当の支給

事業の形態：直営

ひとり親家庭等の生活の安定
と自立の促進、児童の福祉の増
進を図るため、手当を支給しま
す。

子育て推進課 受給者数（Ｒ７．３．３１現在）７０４人

3

母子・父子自立支援員に
よる支援

事業の形態：直営

ひとり親家庭等を対象に、母
子・父子自立支援員が自立に必
要な相談、指導等を行うととも
に、職業能力の向上及び求職活
動に関する支援を行います。

子育て推進課 母子家庭等の自立に向けて、制度の情報提供・
利用促進に努めた。また、求職活動に関する支
援を行った。

・相談件数　１，４５０件

4

母子父子寡婦福祉資金貸
付の受付・相談

事業の形態：直営

県が実施する母子・父子・寡
婦福祉資金の貸付の受付を行う
とともに、返済等の相談に応じ
ます。

子育て推進課 制度の紹介：市広報、窓口、ホームページ

貸付資金名：就学支度資金、技能習得資金、修
業資金を無利子で貸付
（取扱件数）
受付・相談：母子 ０件、父子 ０件、寡婦 ０
件

（４）　青少年の非行・被害防止や自立を支援します

取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

1

ひきこもりサポーターの
派遣

事業の形態：直営

　地域におけるひきこもり状態
にある人及びその家族に対して
必要な相談支援を行うことによ
り、ひきこもり本人の自立の推
進を図ります。

障害福祉課 ひきこもりサポーター派遣回数　６回

2

青少年の非行被害防止活
動

事業の形態：直営

青少年育成市民会議をはじ
め、学校、警察等との連携を強
化し、「社会を明るくする運
動」や「青少年の被害・非行防
止運動」の取組を通して、青少
年の健全育成を図ります。

生涯学習課 「社会を明るくする運動」・「青少年の非行・
被害防止全国強調月間」（７月）の啓発活動と
して、市内中学校との連携により「スピーチコ
ンテスト」を実施（７月２７日、防府市創業・
交流センター）
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令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

再掲１（１）

令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

受給者数（Ｒ８．３．１現在）１，１９１人 ①事業効果
　あり（理由：ひとり親家庭の医療費（健康
保険適用分）の自己負担分を助成することに
より、健康増進に寄与している。）
②連携・協力・協働の状況
　県、医療機関と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 60,006

受給者数（Ｒ８．３．３１現在）６６８人 ①事業効果
　あり（理由：ひとり親家庭の生活の安定、
児童の福祉増進に寄与している。）
②連携・協力・協働の状況
　民生委員・関係各課（市民課・課税課）と
の連携を密にすることにより、制度の適正な
運用ができた。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 400,117

母子家庭等の自立に向けて、制度の情報提供・
利用促進に努めた。また、求職活動に関する支
援を行った。

・相談件数　１，７１３件

①事業効果
　あり（理由：制度利用を求める母子世帯等
が多くみられ、子育て支援の一助になってい
る。）
②連携・協力・協働の状況
　制度利用にあたり、ハローワーク、山口健
康福祉センター、県母子・父子福祉セン
ター、社会福祉協議会と連携し、求職活動を
支援した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 4,915

制度の紹介：市広報、窓口、ホームページ

貸付資金名：就学支度資金、技能習得資金、修
業資金を無利子で貸付
（取扱件数）
受付・相談：母子 ０件、父子 ０件、寡婦 ０
件

①事業効果
　あり（理由：子育て支援の一助になってい
る。）
②連携・協力・協働の状況
　社会福祉協議会と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ －

令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

ひきこもりサポーター派遣回数　０回 ①事業効果（理由）
　あり（理由：ひきこもり状態にある人の支
援をすることができる。）
②連携・協力・協働の状況
　関係機関と連携・協力して実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

ひきこもり状態にあ
る人の把握が困難で
ある。

Ｂ －

「社会を明るくする運動」・「青少年の被害・
非行防止全国強調月間」（７月）の啓発活動と
して、市内中学校との連携により「スピーチコ
ンテスト」を実施（７月２６日、防府市創業・
交流センター）

※令和７年度より、名称が「青少年の被害・非
行防止運動」「同全国強調月間」に変更

①事業効果
　あり（理由：中学生に対しては、本運動の
趣旨を理解した上で、非行等に関する作文を
書くことにより、青少年の健全育成につなげ
ることを目的としている。当日の来場者な
ど、より多くの方に興味を持ってもらう機会
を得ることができた。）
②連携・協力・協働の状況
　市内中学校、青少年育成市民会議、防府保
護区保護司会等、関係機関・団体と連携して
事業が実施できた。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

両運動の主要事業と
して、関係機関・団
体と連携して実施す
ることにより、より
多くの人に両運動の
周知を行うことが必
要である。

Ｂ －
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取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

3

巡視活動

事業の形態：直営、委託

委託先：各地区青少年補
導員連絡会議

　青少年育成センターの指導員
と地区の青少年補導員とが、巡
視活動を行い、青少年の指導、
保護育成に努めます。

生涯学習課 ・常時巡視
　青少年育成センター指導員により、週１～２
回程度実施。
・地区巡視
　青少年補導員により、主に住居校区内を状況
に応じて実施
・合同巡視
　育成センター指導員・青少年補導員が、防府
警察署生活安全課と合同で月１回実施。令和６
年度は毎月実施し、計１２回実施した。

4

広報啓発活動

事業の形態：直営

広く市民に青少年健全育成や
非行防止の意識を醸成するた
め、広報紙、ホームページ等を
活用し、啓発活動を推進しま
す。

生涯学習課 ・市広報、番号案内表示機による啓発
・「社会を明るくする運動」・「青少年の非
行・被害防止全国強調月間」…７月号掲載
・ヤングテレホン防府　…４月号・７月号掲載
・小・中学校（ＰＴＡ・育友会）が発行する広
報紙にヤングテレホン防府に関連する情報の掲
載やポスターの掲示を依頼

5

消費者被害防止の啓発活
動

事業の形態：直営

こどもや若者が消費者トラブ
ルに巻き込まれることを防止す
るための情報提供や啓発活動を
行います。

くらし安全課 ・市広報、データ放送等による啓発
・市内５校に通学する高校３年生に啓発パンフ
レットの配付

6

ほうふ若者サポートス
テーションへの支援

事業の形態：直営

「ほうふ若者サポートステー
ション」と各支援機関のネット
ワーク形成を図るため「防府市
若者自立支援ネットワーク会
議」を開催します。また、市広
報などへの掲載により、「ほう
ふ若者サポートステーション」
の利用の促進を支援します。

商工振興課 ・ほうふ若者サポートステーションが開催する
適職診断の開催内容を毎月の市広報へ掲載。
・防府市若者自立支援ネットワーク会議を開催
し、関係機関との情報共有を行った。

（５）　生活に困難を抱えるこども等を支援します

取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

1

就学援助

事業の形態：直営

再掲１（２） 学校教育課 再掲１（２）

2

生活困窮者等の学習支援

事業の形態：直営

生活困窮世帯等の中学３年生
及び中学２年生を対象に学習支
援を実施します。

生活支援課 ・受講者数　１５名
・開催回数　４２回
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令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

・常時巡視
　青少年育成センター指導員により、週１～２
回程度実施。
・地区巡視
　青少年補導員により、主に住居校区内を状況
に応じて実施
・合同巡視
　育成センター指導員・青少年補導員が、防府
警察署生活安全課と合同で月１回実施。令和７
年度は、計１２回実施した。

①事業効果
　あり（理由：巡視活動を通じて、青少年の
指導、保護育成ができた。）
②連携・協力・協働の状況
　青少年育成センター指導員・地区青少年補
導員・防府警察署と協力し実施。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

引き続き補導、巡視
活動を行っていく。

Ｂ 2,935

・市広報、番号案内表示機による啓発
・「社会を明るくする運動」・「青少年の被
害・非行防止全国強調月間」…７月号掲載
・ヤングテレホン防府　…４月号・７月号掲載
・小・中学校（ＰＴＡ・育友会）が発行する広
報紙にヤングテレホン防府に関連する情報の掲
載やポスターの掲示を依頼

①事業効果
　あり（理由：各種啓発活動を通じて、青少
年健全育成や非行防止に対する意識の醸成が
できた。）
②連携・協力・協働の状況
　小・中学校（ＰＴＡ・育友会）との連携に
よるＰＲを実施。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

引き続き啓発活動を
行う必要がある。

Ｂ -

・市広報、データ放送等による啓発
・市内５校に通学する高校３年生に啓発パンフ
レットの配付

①事業効果
　あり（理由：消費者被害防止に寄与してい
る。）
②連携・協力・協働の状況
　関係機関等と連携を図り、事業の推進に取
り組んだ。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

消費者トラブル、特
殊詐欺等の巧妙化・
多様化に対応した啓
発が必要となる。

Ｂ 96

・ほうふ若者サポートステーションが開催する
適職診断の開催内容を毎月の市広報へ掲載。
・防府市若者自立支援ネットワーク会議を開催
し、関係機関との情報共有を行った。

①事業効果
　あり（理由：相談者が適切な支援を受けら
れるよう、ネットワーク会議で関係機関との
連携を図った。）
②連携・協力・協働の状況
　教育機関や保健所等の関係機関と連携し
た。
③令和８年度事業への反映
　今後も上記を始めとした関係団体とのス
ムーズな連携を図るため、課題の協議を進め
る。

特になし

Ｂ 13

令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

再掲１（２）

・受講者数　１６名
・開催回数　４２回

①事業効果
　あり（理由：３年生の受講者全員が高校に
進学した。また、２年生から「勉強が好きに
なった」とのアンケート回答があった。）
②連携・協力・協働の状況
　防府市退職校長会から講師（支援者）９名
を派遣いただき、連携、協力し実施した。
③令和８年度事業への反映
　関係機関と連携し、継続して実施する。

特になし

Ｂ 1,597
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４　こども・若者を地域全体で支えるまち

（１）こども・若者の安全を確保します

取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

1

幼児期の交通安全指導及
び指導者の養成

事業の形態：直営

交通安全意識を高め、こども
を交通事故から守るため、体験
学習を通して、幼児及び保護者
に対する交通安全教育や啓発を
行います。

くらし安全課 防府市安全会議と連携して交通安全教室を実施
した。
【幼稚園】１４園
　回数（延べ）　　５６回
　参加者（延べ）　２，３５９人
　（保護者２３３人、幼児２，１２６人）
【保育園、保育所】２０園
　回数（延べ）　  ６２回
　参加者（延べ）　２，０７１人
　　（保護者２０人、幼児２，０５１人）
【幼児交通安全クラブ】　１３クラブ
　回数（延べ）　　８４回
　参加者（延べ）　１，２２２人
　　（保護者４６０人、幼児７６２人）
【未就学児交通教室】
　回数（延べ）　３回
　参加者（延べ）　１５０人
　　（保護者７５人、幼児７５人）

2

防府地区防犯対策協議会
の活動支援

事業の形態：補助

防犯思想の普及を図り、地域
と一体となった地域安全活動を
推進します。

くらし安全課 安全で住みよい街づくりの実現のため次の項目
を重点に、警察、地域防犯関係ボランティア及
び関係機関等と連携して事業に取り組んだ。
 １．地域に密着した安全活動の推進
 ２．身近な犯罪等の未然防止活動の推進
 ３．少年の非行防止と健全育成活動の推進
 ４．高齢者保護と啓蒙・啓発活動の推進
 ５．住みよい社会環境づくりの推進

3

通学・通園の安全対策の
充実

事業の形態：直営

歩道及び交通安全施設が未整
備となっている路線について、
こどもが安全に通行することが
できるよう、幅の広い段差のな
い歩道を整備するとともに、防
護柵、反射鏡等の交通安全施設
を計画的に設置します。

道路課 ・交通安全施設整備
　　反射鏡設置　１３か所
　　区画線　１５，８６７ｍ
　　小学校周辺カラー舗装　０ｍ
　　横断歩道のカラー化　　０か所
　　路肩整備　０ｍ

4

小・中学校の防犯カメ
ラ・緊急放送設備等の設
置

事業の形態：直営

小・中学校への不審者等の侵
入に対して緊急放送、避難誘導
するため、放送設備を改修する
とともに、校内無線通話装置及
び防犯カメラを設置します。

教育総務課 ・放送設備の更新：佐波中学校
・校内無線通話装置の更新：佐波中学校
・防犯カメラは令和２年度に全ての学校に対し
て設置が完了した。

5

防犯ブザーの支給

事業の形態：直営

不審者等から身を守るととも
に、防犯に対する危機管理意識
の高揚を図るため、新入学児童
を対象に防犯ブザーを支給しま
す。

学校教育課 新入学児童全員に防犯ブザーを支給した。

6

交通安全教室の開催

事業の形態：直営

児童・生徒の交通マナーや安
全意識の向上のため、県警、防
府警察署、交通安全協会による
交通移動教室を開催します。

学校教育課 小学校児童、中学校生徒を対象に実施。小学校
新入学児対象１６校において実施。

7

子ども１１０番の家の設
置

事業の形態：直営

登下校時などに、不審者から
の声かけ、痴漢、つきまとい行
為等の被害から、こども達の身
を守るため、避難場所として子
ども１１０番の家を設置しま
す。

生涯学習課 ・子ども１１０番の家ののぼり旗とポールを購
入し、各地区の青少年育成地区会議を通じて配
布、設置した。（５１９箇所）
・各地区の青少年育成地区会議が参加する会議
で、「子ども１１０番の家」の設置について、
改めて説明と協力依頼を行った。
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令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

防府市安全会議と連携して交通安全教室を実施
した。
【幼稚園】１４園
　回数（延べ）　　６２回
　参加者（延べ）　２，５２９人
　　（保護者９７人、幼児２，４３２人）
【保育園、保育所】２０園
　回数（延べ）　  ７２回
　参加者（延べ）　２，３２２人
　　（保護者１８人、幼児２，３０４人）
【幼児交通安全クラブ】　１３クラブ
　回数（延べ）　　９４回
　参加者（延べ）　１，２３６人
　　（保護者４８０人、幼児７５６人）
【未就学児交通教室】
　回数（延べ）　６回
　参加者（延べ）　８９人
　　（保護者４２人、幼児４７人）

①事業効果
　あり（理由：交通ルールやマナーの向上が
図られた。）
②連携・協力・協働の状況
　保育園・幼稚園と協力して実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

こどもの数の減少で
参加人数が昔と比べ
多くない。

Ｂ －

安全で住みよい街づくりの実現のため次の項目
を重点に、警察、地域防犯関係ボランティア及
び関係機関等と連携して事業に取り組んだ。
 １．地域に密着した安全活動の推進
 ２．身近な犯罪等の未然防止活動の推進
 ３．少年の非行防止と健全育成活動の推進
 ４．高齢者保護と啓蒙・啓発活動の推進
 ５．住みよい社会環境づくりの推進

①事業効果
　あり（理由：防犯思想の普及に寄与してい
る。）
②連携・協力・協働の状況
　関係機関等と連携を図り、事業の推進に取
り組んだ。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特殊詐欺等、犯罪の
多様化に対応した啓
発が必要となる。

Ｂ －

・交通安全施設整備
　　反射鏡設置　　　　　　　７か所
　　区画線　　　　　２０，８４４ｍ
　　小学校周辺カラー舗装　５９０ｍ
　　横断歩道のカラー化　　　０か所
　　路肩整備　　　　　　　１０８ｍ

①事業効果（理由）
　あり（理由：市道通行時の安全性が向上し
た。）
②連携・協力・協働の状況
　関係機関と調整を行い、効率的な整備を
行っている。
③令和８年度事業への反映
　防護柵・反射鏡等の設置に対して、計画的
な実施を行い、施設整備の充実を図る。

全ての要望に対応す
る財源がない。

Ｂ 57,679

・放送設備の更新：華西中学校
・校内無線通話装置の更新：牟礼南小学校
・防犯カメラ：勝間小、華浦小、右田小、桑山
中に各１台ずつ防犯カメラを増設

①事業効果
   あり（理由：設置された学校で設備が有
効に活用されている。）
②連携・協力・協働の状況
　 設備の更新にあたって、各学校と連携
し、現場の課題を共有し設置した。
③令和８年度事業への反映
　放送設備の更新を1校、校内無線通話装置
の更新を２校予定している。
   防犯カメラについては必要に応じて増設
する可能性がある。

高額な設備のため短
期間での実施は困難
であるが、安全・安
心の観点から着実な
実施継続が望まれ
る。 Ｂ 6,511

新入学児童全員に防犯ブザーを支給した。 ①事業効果
　あり（理由：児童が活用し、危機を未然に
防いだ事案が過去にあったため）
②連携・協力・協働の状況
　各学校と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

各校へ活用場面等の
具体的事例を情報提
供していく必要があ
る。

Ｂ 405

小学校児童、中学校生徒を対象に実施。小学校
新入学児対象１６校において実施。

①事業効果
　あり（理由：児童・生徒の交通安全の意識
向上に役立っている。）
②連携・協力・協働の状況
　学校と警察が連携して実施
③令和８年度事業への反映
　継続実施

各校へ地域の通学路
や交通事情に応じた
具体的事例を示すな
どの情報提供を行っ
ていく必要がある。

Ｂ －

・子ども１１０番の家ののぼり旗とポールを購
入し、各地区の青少年育成地区会議を通じて配
布、設置した。（５２６箇所）
・各地区の青少年育成地区会議が参加する会議
で、「子ども１１０番の家」の設置について、
改めて説明と協力依頼を行った。

①事業効果
　あり（理由：こどもの身を守るための避難
場所を設置）
②連携・協力・協働の状況
　各地区の青少年育成地区会議や防府警察署
と設置箇所の情報共有をしている。
③令和８年度事業への反映
　継続して実施する。

より効果をあげるた
め、日中人がいるよ
うな店舗や施設等で
の新規設置箇所の増
加を目指す必要があ
る。

Ｂ 47

①事業効果（理由）
②連携・協力・協働の状況
③令和８年度事業への反映

今後の方向性
Ａ：レベルアップし、積極的に推進する
Ｂ：現行のまま推進
Ｃ：事業を見直す
Ｄ：事業を廃止する
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取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

8

みまもり隊の活動支援

事業の形態：直営

登下校中のこどもの安全を確
保するために大きな役割を担っ
ている、みまもり隊の活動を支
援します。

学校教育課 長年見守り活動を行っているみまもり隊員を表
彰しました。
また、みまもり隊に帽子を配付しました。

9

いのちの授業

事業の形態：直営

児童・生徒に、いのちの大切
さを伝えるため、犯罪被害に遭
われた方々等を講師にお迎えし
て講演会を実施します。

福祉総務課 勝間小学校（５・６年生、学校運営協議会）
西浦小学校（５・６年生、保護者）
新田小学校（４～６年生、保護者）

（２）　こども・若者の居場所づくりを促進します

取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

1

こども食堂（地域食堂）
の普及啓発

事業の形態：補助

補助金交付団体：
防府市こども食堂ネット
ワーク協議会

こども食堂の普及啓発を行っ
ている、「幸せます防府市こど
も食堂ネットワーク協議会」の
活動を支援します。

こども相談支援課 こども食堂の設置箇所数　１３か所

2

こどもの居場所づくりの
推進

事業の形態：補助

補助金交付団体：
子ども食堂や学習支援等
を実施する団体

こども食堂や学習支援等を実施
する団体の活動を支援します。

こども相談支援課 こども食堂や学習の支援などのこどもの居場所
を提供をする団体に対し、その活動経費の支援
をした。
　交付団体数　６団体

3

児童館の運営

事業の形態：直営

再掲２（２） 福祉総務課 再掲２（２）

4

学校施設開放

事業の形態：委託

委託先
各学校施設開放事業運営
協議会

学校施設を開放し、スポーツ
振興や地域のコミュニティ、世
代間交流の場を提供するととも
に、子どもの主体的活動の促進
を図ります。

教育総務課 学校施設を開放し、スポーツ推進や地域のコ
ミュニティ、世代間交流の場を提供し、こども
の主体的活動の推進を図った。

・松崎小学校及び桑山中学校の学校施設開放事
業運営協議会へ各７０，０００円
・松崎小学校及び野島小学校を除く小学校１５
校の学校施設開放事業運営協議会へ各５０，０
００円を委託料として支払った。

（３）　地域全体でこども・子育て家庭を支える取組を推進します

取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

1

子育て支援活動団体への
支援

事業の形態：補助

子育て支援を行う団体に対
し、子育て支援活動補助金を交
付します。

こども相談支援課 交付団体数　２件
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令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

長年見守り活動を行っているみまもり隊員を表
彰しました。

①事業効果
　あり（理由：こどもの登下校の見守り活動
を継続するため）
②連携・協力・協働の状況
　各学校と連携し実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続して実施する。

みまもり隊員の安全
を確保するため、運
転者から視認性の高
いジャンパーや帽子
を定期的に新調する
必要がある。

Ｂ 14

牟礼小学校（５・６年生、保護者）
松崎小学校（４～６年生、保護者）
牟礼中学校（１～３年生、保護者）

①事業効果
　あり（理由：いのちの大切さへの理解と意
識啓発を図ることができた。）
②連携・協力・協働の状況
　学校教育課、山口被害者支援センターとグ
リーフサポートやまぐちと連携して実施。
③令和８年度事業への反映
　引き続き事業を実施する。

特になし

Ｂ 300

令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

こども食堂の設置箇所数　 １３か所 ①事業効果
　あり（理由：ＨＰの管理及びのぼり旗の製
作を通じて普及啓発を行った。）
②連携・協力・協働の状況
　こども食堂ネットワーク協議会における関
係機関等との連携・協力が図れた。
③令和８年度事業への反映
　引き続き支援を実施する。

特になし

Ｂ 10

こども食堂や学習の支援などのこどもの居場所
を提供をする団体に対し、その活動経費の支援
をした。
 交付団体数　 ６団体

①事業効果
　あり（理由：こどもの居場所づくりの推進
につながった。）
②連携・協力・協働の状況
　研修会を通じ、実施団体同士の交流が図れ
た。
③令和８年度事業への反映
　引き続き支援を実施する。

特になし

Ｂ 2,300

再掲２（２）

学校施設を開放し、スポーツ推進や地域のコ
ミュニティ、世代間交流の場を提供し、こども
の主体的活動の推進を図った。

・松崎小学校及び桑山中学校の学校施設開放事
業運営協議会へ各７０，０００円
・松崎小学校及び野島小学校を除く小学校１５
校の学校施設開放事業運営協議会へ各５０，０
００円を委託料として支払った。

①事業効果
　あり（理由：地域の団体に対するスポーツ
の推進及びコミュニティ活動等の場所の提供
ができた。）
②連携・協力・協働の状況
　各学校と学校施設開放事業運営協議会によ
る連携を基に実施している。
③令和８年度事業への反映
　学校施設の維持管理上、安全上の緊急性が
高い修繕からの対応となるが、施設の改良・
充実を図りながら、事業の適切な実施を推進
する。

地域に開かれた学校
として学校施設・設
備の改良・充実を求
められているととも
に、維持管理におい
ても対応する必要が
ある。
学校部活動の地域移
行に向けた体制整備
を関係部署と進めて
いく必要がある。

Ｂ 890

令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

交付団体数　２団体 ①事業効果
　あり（理由：子育てしやすい環境づくりの
推進の一助になっている。）
②連携・協力・協働の状況
　関係機関等と連携・協力し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 200
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取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

2

ファミリー・サポート・
センターの運営

事業の形態：委託

委託先
ＮＰＯ法人：市民活動さ
ぽ－とねっと

育児の援助を受けたい人と行
いたい人で相互に援助を行うこ
とにより、就労者が仕事と家庭
を両立し、安心して働くことが
できるよう支援を行います。

子育て推進課 【ＰＲ活動】
ホームページ・ふれあい広場でのＰＲ、ファミ
リーサポートセンターだより（２回）・ファミ
サポつうしん「ぽんぽこぽんっ♪」（４回）の
発行、ぽんぽこ広場・ラクーンカフェ・子育て
サークルでのＰＲ、小学校仮入学児童・小学校
教職員・留守家庭児童学級保護者・乳児家庭全
戸訪問事業・防府医師会・市内幼稚園・保育園
等へのチラシ配布
【会員のための活動】
会員講習会（援助会員向け講習）（年１１
回）、会員交流会（年６回）の開催（クリスマ
ス交流会、さぽーと座談会、ラクーン）、
毎月１回ファミリーサポートセンター連絡調整
会議を開催し､スタッフの意見交換を行ってい
る｡
【会員数】１，２１４人 （前年比２４人増）
（会員の内訳）
援助３１３人、依頼８２７人、両方７４人
（活動件数）２，１４６件
・放課後児童クラブの送迎　３４５件
・こどもの習い事等の場合の援助　６１０件
・保育施設への送迎　３６３件
・その他　８２８件

3

子育て支援センター（地
域子育て支援拠点）の運
営

事業の形態：委託

委託先
私立保育園
私立認定こども園

地域の子育て支援機能の充実
を図るため、子育て中の親子の
交流を促進します。

子育て推進課 ・きんこう保育園、西佐波保育園、小野保育
園、東牟礼保育園、右田保育園、牟礼保育園、
きんこう第２保育園、新田保育園

・利用者数（延べ）　２０，３４５人

相談、講演、サークルの支援、育児通信等の作
成、園庭開放、おもちゃの貸し出しなど多様な
事業が行われた。

4

保育所の地域活動の促進

事業の形態：直営、委託

委託先
私立保育所
私立認定こども園

保育所と地域の交流を促進す
るとともに、地域の子育て力の
向上を図ります。

子育て推進課 世代間交流事業　　１９事業
異年齢児交流事業　２０事業
育児講座　　　　　　９事業
低学年児童の受入　　１事業

私立　１７園
公立　　３園

5

保育園、幼稚園及び認定
こども園の園庭開放

未就園児を対象とした親子教
室、園庭開放等を行い、子育て
中の親子が気軽に集える場を提
供します。

保育所
幼稚園
認定こども園

保育所２２園（うち認定こども園５園）
幼稚園１５園（うち認定こども園９園）

6

３世代交流の充実

事業の形態：委託

委託先：防府市社会福祉
協議会

世代間の理解と交流の促進に
努めるとともに、高齢者の豊富
な経験と技能を若い世代に伝え
ます。

高齢福祉課 三世代交流会を市内１４地区において実施
・開催回数　１２４回
・参加人数（延べ）　４，４８９人
　（主催：社会福祉協議会）

7

児童委員活動の研修支援

事業の形態：県補助

児童委員が地域の親子と知り
合い、支え合う活動を支援しま
す。

福祉総務課 研修会、講演会の周知、支援を行った。
・児童福祉部会研修会、６月２５日に開催。
　参加者７６名。
・県主催児童委員・主任児童委員研修会
　参加者４２名
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令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

【ＰＲ活動】
ホームページ・ふれあい広場でのＰＲ、ファミ
リーサポートセンターだより（１回）・ファミ
サポつうしん「ぽんぽこぽんっ♪」（４回）の
発行、ぽんぽこ広場・ラクーンカフェ・子育て
サークルでのＰＲ、「ほうふっ子誰でもリンク
フェスタ」に参加し、休日の事業説明会を実
施、小学校仮入学児童・乳児家庭全戸訪問事
業・防府医師会・市内幼稚園・保育園・子育て
支援関連施設等へのチラシ配布、ファミサポ公
式LINE開設（連絡調整等に利用）
【会員のための活動】
会員講習会（援助会員向け講習）（年１１
回）、会員交流会（年６回）の開催（クリスマ
ス交流会、さぽーと座談会、ラクーン）、
毎月１回ファミリーサポートセンター連絡調整
会議を開催し､スタッフの意見交換を行ってい
る｡
【会員数】１，２０２人 （前年比１２人減）
（会員の内訳）
援助３２０人、依頼８０７人、両方７５人
（活動件数）２，６７６件
・放課後児童クラブの送迎　２６３件
・こどもの習い事等の場合の援助　７１４件
・保育施設への送迎　５９９件
・その他　１，１００件

①事業効果
　あり（理由：援助報告書を通じてこどもの
様子がわかるため、依頼者も安心して利用で
きる。）
②連携・協力・協働の状況
　学校や保育園などと登校・登園時間に連携
して援助活動を行った。また、降園時の援助
活動の確認、援助活動の急な変更についての
連絡を行った。
③令和８年度事業への反映
　相互援助活動が安全かつスムーズに行える
ように、入会時の指導や確認を徹底する。

援助会員のレベル
アップを目的とした
研修の継続。
会員増加に向けた情
報発信の強化。

Ｂ 10,375

・きんこう保育園、西佐波保育園、小野保育
園、東牟礼保育園、右田保育園、牟礼保育園、
きんこう第２保育園、新田保育園

・利用者数（延べ）　２３，０９４人

相談、講演、サークルの支援、育児通信等の作
成、園庭開放、おもちゃの貸し出しなど多様な
事業が行われた。

①事業効果
　あり（理由：地域の未就園児と保護者同士
の交流が図れた。）
②連携・協力・協働の状況
　広報政策課と連携し、市広報によるＰＲを
実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 58,454

世代間交流事業　　１９事業
異年齢児交流事業　１９事業
育児講座　　　　　１１事業
低学年児童の受入　　１事業

私立　１７園
公立　　３園

①事業効果
　あり（理由：保育園児と地域住民との交流
が図れた。）
②連携・協力・協働の状況
　保育所と協力して、様々な行事を地域にＰ
Ｒした。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 7,837

保育所２２園（うち認定こども園５園）
幼稚園１５園（うち認定こども園９園）

①事業効果
　あり（理由：地域の未就園児と保護者同士
の交流が図れた。）
②連携・協力・協働の状況
　広報政策課と連携し、市広報によるＰＲを
実施
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ －

三世代交流会を市内１３地区において実施
・開催回数　１２２回
・参加人数（延べ）　６，０８６人
　（主催：社会福祉協議会）

①事業効果
　あり（理由：親子で参加される受講者も多
く好評であった。昔遊びをこども達に伝える
ことで高齢者にとってもやりがいに繋がり、
双方にとって利益のある事業といえる。）
②連携・協力・協働の状況
　社会福祉協議会を中心として、地域の高齢
者、子育て世代の協力を得て活動した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

事業の担い手の世代
交代が進まず、人材
の確保に苦慮してい
ること。

Ｂ 346

研修会、講演会の周知、支援を行った。
・児童福祉部会研修会６月２５日に開催
　参加者５４名
・全国主任児童委員、児童委員研修会
　８月７日開催　オンライン参加者１名
・県主催の児童委員・主任児童委員研修会
　３月１０日開催　参加者３５名

①事業効果
　あり（研修会に参加することで資質向上
　を図った）
②連携・協力・協働の状況
　事務局である市社会福祉協議会を中心とし
て民生委員・児童委員と連携しながら実施
　した。
③令和８年度事業への反映
　研修会開催や参加調整を実施していく

ひきこもりなど、子
どもをめぐる福祉課
題が増加し、取り組
みが学べる研修機会
を確保していくこと
がますます必要と
なっている。

Ｂ 339
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取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

8

家庭教育学級の充実

事業の形態：委託

委託先
各公民館事業推進委員会

乳幼児、小・中学生の保護者
を対象に、親と子のふれあいを
通じ、乳幼児期・少年期・青年
期のそれぞれに応じた内容で家
庭教育に関する学習を行いま
す。

生涯学習課 ・各公民館で、全１３７回実施
・参加者数（延べ）　２，０４９人

9

子育て講座

事業の形態：直営

親同士のネットワーク化を促
進するため、就学期、思春期と
発達年齢期に応じた学習会を開
催します。

生涯学習課 【就学期】
１６小学校（野島を除く。）で、新入学児の就
学時健康診断の際に子育て講座を開催。（就学
期を迎えた保護者を対象）

【思春期】
９中学校において思春期の問題等に対応するた
めの子育て講座を実施。（生徒、中学生の子を
持つ保護者、教職員、地域の人等を対象）

1
0

「家庭の日」運動の推進

事業の形態：補助、委託

補助金交付団体：防府市
青少年育成市民会議

委託先：山口短期大学

家庭の求心力、教育力の低下
に対応するため、「家庭の日」
運動の啓発活動等により運動の
拡大を図ります。

生涯学習課 【防府市青少年育成市民会議の事業】
・啓発用品の作製・配付（ポスター１４０枚、
チラシ２０，０００枚、のぼり旗１５０枚）。
・広報紙「はばたき」への啓発記事の掲載

【市の事業】
・生涯学習フェスティバルにおいて「家庭の
日」運動ＰＲコーナーで啓発。
・「家庭の日」親子ふれあいイベントを山口短
期大学との協働により実施。
・市広報への啓発記事の掲載。

1
1

家庭教育アドバイザーの
活用

事業の形態：直営

県が主催する家庭教育相談員
養成講座等の修了者を家庭教育
及び子育て支援のネットワーク
の充実のため、子育てに関する
相談員や各種講座の指導者とし
て積極的に活用します。

生涯学習課 ・家庭教育アドバイザー養成講座修了者が家庭
教育支援チームの一員として子育て学習会等に
おいて活動した。
・子育て広場について、中学校（１校）で年間
を通して実施した。
・赤ちゃんとのふれあい体験については、中学
校（３校）高校（３校）で実施した。

1
2

子ども会の活動支援

事業の形態：補助

補助金交付団体：防府市
子ども会育成連絡協議会

地域の団体と連携しながら、
異年齢で行われる子ども会活動
の充実と円滑な運営を図りま
す。また、若年指導者の育成に
努めます。

生涯学習課 ・補助金の交付
・キックベースボール大会、たこあげ大会、
ドッジボール大会などを通常どおり開催した。

1
3

青少年育成市民会議の活
動支援

事業の形態：補助

補助金交付団体：防府市
青少年育成市民会議

全市的な青少年健全育成の市
民運動を展開し、関係団体の協
力の下、各種の育成活動を行う
とともに、市民意識の高揚を図
ります。

生涯学習課 ・「社会を明るくする運動」「青少年の非行・
被害防止運動」スピーチコンテストの実施
・「家庭の日」運動の推進
・「子ども１１０番の家」のぼり旗の設置
・携帯電話等安全対策事業の実施

1
4

母親クラブの活動支援

事業の形態：補助

補助金交付団体名
防府市母親クラブ連絡協
議会

市内の単位クラブが実施して
いる親子及び世代間の交流、児
童養育に関する研修活動、事故
防止活動等地域に即した活動を
支援します。

こども相談支援課 ５クラブ、１０２名

・親子の交流・文化活動（親子工作、クリスマ
スツリー作成、小物づくり等））
・児童養育に関する研修活動（教育講演会等）
・児童の事故防止のための奉仕活動（公園の遊
具の点検、秋の交通安全運動等）
・図書館まつり（パネル展示、缶バッチ作り、
友愛セール、弁当販売）
・会報誌の発行
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令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

・各公民館で、全１３８回実施
・参加者数（延べ）　１，９６４人

①事業効果（理由）
　あり（理由：家庭教育力の向上に寄与して
いる。）
②連携・協力・協働の状況
　各公民館、関係機関・団体と連携・協力し
て実施した。
③令和８年度事業への反映
　関係機関・団体と連携・協力して諸事業を
推進していく。

乳幼児、小・中学生
の減少により、地域
によっては、家庭教
育学級の実施が困難
な状況にある。 Ｂ 518

【就学期】
１６小学校（野島を除く。）で、新入学児の就
学時健康診断の際に子育て講座を開催。（就学
期を迎えた保護者を対象）

【思春期】
１０中学校において思春期の問題等に対応する
ための子育て講座を実施。（生徒、中学生の子
を持つ保護者、教職員、地域の人等を対象）

①事業効果
　あり（理由：多くの保護者が参加し、子育
てについて学習することができた。）
②連携・協力・協働の状況
　学校、関係団体と連携・協力して実施し
た。
③令和８年度事業への反映
　就学期及び思春期における問題等に対応す
る講座は重要であり、関係機関と連携し、事
業を推進していく。

【就学期】
必要に応じて、関係
所管課と連携する必
要がある
【思春期】
実施していない学校
へ実施してもらえる
よう働きかけをする
必要がある。学校等
との連携が不可欠で
ある。

Ｂ 100

【防府市青少年育成市民会議の事業】
・啓発用品の作製・配付
　ポスター１４０枚
　チラシ２０，０００枚
　のぼり旗１４０枚
・広報紙「はばたき」への啓発記事の掲載

【市の事業】
・生涯学習フェスティバルにおいて「家庭の
日」運動ＰＲコーナーで啓発。
・「家庭の日」親子ふれあいイベントを山口短
期大学との協働により実施。
・市広報への啓発記事の掲載。

①事業効果
　あり（理由：保育園・幼稚園や小・中・高
等学校の児童生徒及び保護者に対して啓発活
動を行うとともに、関係機関・団体へも啓発
活動を行い、「家庭の日」運動の周知を行っ
た。）
②連携・協力・協働の状況
　青少年育成市民会議における関係機関・団
体と連携・協力して啓発活動を行った。
③令和８年度事業への反映
「家庭の日」親子ふれあいイベントでの啓発
をはじめ、さまざまな機会をとらえて青少年
育成市民会議や山口短期大学と連携・協働
し、諸事業を推進していく。

「家庭の日」運動の
さらなる普及啓発、
親子ふれあいイベン
トの来場者が増える
ようなＰＲ活動が必
要である。

Ｂ 661

・家庭教育アドバイザー養成講座修了者が家庭
教育支援チームの一員として子育て学習会等に
おいて活動した。
・子育て広場について、中学校（１校）で年間
を通して実施した。
・赤ちゃんとのふれあい体験については、中学
校（３校）高校（３校）で実施した。

①事業効果
　あり（理由：家庭教育アドバイザー養成講
座修了者の活用ができた。市内４校の小学校
で子育て学習会を実施。）
②連携・協力・協働の状況
　関係団体等と連携して活動した。
③令和８年度事業への反映
　メンバーの増員をめざしながら継続して実
施する。

養成講座修了者と家
庭教育支援チームを
つなげる場や活動機
会の充実を図るた
め、情報交換会等を
活用するとともに、
養成講座修了者に継
続して情報提供して
いくことが必要であ
る。

Ｂ 134

・補助金の交付
・ドッジボール大会、たこあげ大会、キック
ベースボール大会などを例年どおり開催した。

①事業効果
　あり（理由：市子連の諸活動に対して支援
をすることにより、青少年の健全育成につな
げることができた。）
②連携・協力・協働の状況
　市子連と連携・協力して諸活動を行った。
③令和８年度事業への反映
　青少年の健全育成を図るため、引き続き、
子ども会活動を支援していく

異年齢で行われる子
ども会活動の充実を
図るため、継続的な
支援が必要である。

Ｂ 1,200

・「社会を明るくする運動」「青少年の被害・
非行防止運動」スピーチコンテストの実施
・「家庭の日」運動の推進
・「子ども１１０番の家」のぼり旗の設置
・携帯電話等安全対策事業の実施

①事業効果
　あり（理由：関係団体と連携を取り、青少年
の健全育成が図られた。）
②連携・協力・協働の状況
　青少年育成市民会議における関係機関・団体
と連携・協力して啓発活動を行った。
③令和８年度事業への反映
　青少年の健全育成のための啓発活動や、非行
防止・防犯活動はますます重要となってきてお
り、関係機関と連携し、諸事業を推進してい
く。

青少年健全育成を図
る各種事業を引き続
き実施する必要があ
る。

Ｂ 1,886

５クラブ、１００名

・親子の交流・文化活動（親子工作、クリスマ
スツリー作成、小物づくり等））
・児童養育に関する研修活動（教育講演会等）
・児童の事故防止のための奉仕活動（公園の遊
具の点検、秋の交通安全運動等）
・図書館まつり（パネル展示、缶バッチ作り、
友愛セール、弁当販売）
・会報誌の発行

①事業効果
　あり（理由：親子の交流、地域における児
童福祉向上の一助になっている。）
②連携・協力・協働の状況
　他団体や行政と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　依頼先がスムーズに事業を行えるように助
言.援助をする。

特になし

Ｂ 750
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取組 内容 事　業　説　明 担当課 令和６年度実績

1
5

母子保健推進員の人材育
成支援

事業の形態：直営

母子保健推進員等が家庭訪問
等の活動を行えるよう、母子保
健事業について十分な認識を持
つための研修を実施します。

こども相談支援課 ・資質向上のため全体研修会を年３回開催。第
１回目の内容として「サークル活動で役立つ！
～乳幼児の発達と遊び～」２回目は「子育て家
庭における母子保健推進員の重要性」をテーマ
に学び、各地区の子育てサークル活動や年１回
開催の「わいわいＨＯＦＵっ子の集い」の活動
で役立つ研修会を開催した。
・地区の子育てサポーターとしての役割を果た
せるよう、推進員の研修会を開催し、自主活動
を支援した。

1
6

赤ちゃんの駅の啓発

事業の形態：直営

　外出中に授乳やオムツ替えを
行うことができる施設として
「赤ちゃんの駅」を整備し、安
心して気軽に外出できる環境を
整えます。

子育て推進課 乳幼児を抱える保護者が、外出中に授乳やオム
ツ替えを行うことができる赤ちゃんの駅の整備
を促進した。
・赤ちゃんの駅登録数　４９か所

また、移動式赤ちゃんの駅を整備し、イベント
時に貸出を行った（４件）

1
7

子育て応援サイト

事業の形態：直営

利用者の視点にたった子育て
に関する様々な情報をわかりや
すく提供する子育て応援サイト
（母子手帳アプリ母子モ）を運
営します。

子育て推進課 ・サイトのアクセス数　４６，０７３件
　（月平均３，８３９件）
・登録者数　３，４２５人
　（前年比＋９１４人）

※こども誰でも通園制度の事業案内など母子モ
による事業のお知らせ配信を積極的に行った。
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令和７年度実績 令和７年度事業評価 課題
今後の
方向性

事業費
（千円）

・推進員の資質向上のため、全体研修会を年３
回開催。テーマは「こども家庭センターと児童
虐待防止対策」「こどもに伝わる関わり方のコ
ツ」などで、各地区の訪問活動や子育てサーク
ル活動、年１回開催の「わいわいＨＯＦＵっ子
の集い」の活動で役立つ内容の研修会を開催し
た。
・地区の子育てサポーターとしての役割を果た
せるよう、新任理事、新任母子保健推進員に対
する研修会を開催した。

①事業効果
　あり（理由：地域での子育て支援として、
また行政とのパイプ役となっている。）
②連携・協力・協働の状況
　母子保健推進協議会と連携し、実施した。
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 16

乳幼児を抱える保護者が、外出中に授乳やオム
ツ替えを行うことができる赤ちゃんの駅の整備
を促進した。
赤ちゃんの駅登録数　６６か所

また、移動式赤ちゃんの駅を整備し、イベント
時に貸出を行った（１件）

①事業効果
　あり（理由：乳幼児を抱える保護者の子育
てを支援できた。）
②連携・協力・協働の状況
　民間商業施設等と連携
③令和８年度事業への反映
　継続実施し、登録数の増加を図る。
また、移動式赤ちゃんの駅の貸出ＰＲを行
う。

特になし

Ｂ －

・サイトのアクセス数　４９，２３５件
　（月平均４，１０２件）
・登録者数　４，１３８人
　（前年比＋７１３人）

※こども誰でも通園制度の事業案内など母子モ
による事業のお知らせ配信を積極的に行った。

①事業効果
　あり（理由：乳幼児を抱える保護者の子育
て支援の一助になっている。）
②連携・協力・協働の状況
　関係機関と連携
③令和８年度事業への反映
　継続実施

特になし

Ｂ 660
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